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はじめに 

 

本市では、障がいのある人が地域で安心して暮らしていけるよう、ともに支

えあいながら、社会参加を促進するための取り組みを推進するため、令和２年

３月に「第４期小林市障がい者計画」を策定し、様々な障がい者施策を進めて

まいりました。 

 

近年、障がい者福祉を取り巻く環境は大きく変化しており、国においては多

様化するニーズにきめ細かく対応するため、「障害者総合支援法」、「障害者

差別解消法」の改正や、「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション

施策推進法」が施行されるなど、法整備が進められています。 

 

また、本市においては、「小林市手話言語条例」を制定し、全ての市民が共生

することのできる地域社会の実現を目指すこととしております。 

 

このように障がい者福祉を取り巻く環境が大きく変化する中、障がい者施策

を総合的かつ計画的に推進するため「第５期小林市障がい者計画」を策定しま

した。 

本計画では、これまで取り組んできた前計画の基本理念である「認めあい、支

えあう、優しさあふれるふれあいのまち 小林」を継承し、障がい者が自らの意

思により地域で自立した生活を送れるよう、各障がい福祉施策の推進に努めて

まいりますので、引き続き、皆様方のご理解とご協力を賜りますようお願いい

たします。 

 

結びに、本計画の策定にあたりご尽力いただきました小林市障害者施策推進

協議会委員の皆様をはじめ、調査などを通じて貴重なご意見をお寄せいただき

ました皆様に心より感謝申し上げます。 

 

令和７年３月 

 
小林市長 宮原 義久 
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第１章 計画策定の概要 
 

 

１ 計画の背景 

障がい者施策の充実が、世界的な流れとして進む中、我が国においては、障がい者の権

利及び尊厳を保護し、促進するための包括的かつ総合的な条約である「障害者の権利に関

する条約」の批准を平成 26年１月に行いました。 

 また、障害者雇用促進法や障害者差別解消法において「不当な差別的取扱いの禁止」や

「合理的配慮の提供」について定めるなど、法令の整備を進めるとともに、共生社会の実

現に向け、障がい者が、自らの決定に基づき社会のあらゆる活動に参加し、その能力を最

大限発揮して自己実現できるよう支援するとともに、障がい者の社会参加を制約する社会

的障壁を除去することを目的に、「第５次障害者基本計画」を令和５年３月に策定しまし

た。 

 障がい者をめぐる環境が大きく変化する中、障がい者が自らの意思により地域で自立し

た生活を送れる社会をつくるために、市町村が担う役割はこれまでにも増して重要なもの

となっています。 

 本市においては、「認めあい、支えあう、優しさあふれるふれあいのまち 小林」を基本

理念として定めた「第４期小林市障がい者計画」（以下、「第４期計画」という。）に基づき、

総合的かつ横断的な障がい者施策の推進を図ってきました。 

 第４期計画の計画期間終了を迎えることから、国・県の動向や本市の実情等を踏まえ、

障がい施策を総合的かつ計画的に展開していくためものとして、第４期計画の見直しを行

い、新たに「第５期小林市障がい者計画」を策定しました。 

 

 

２ 計画の根拠 

この計画は、障害者基本法第 11 条第３項に定められた「市町村障害者計画」であり、

本市の障がい者施策の成果と今後の課題を踏まえ、障がい者施策を総合的かつ計画的に推

進するため、基本的な方向性や取り組むべき施策を示します。 

 

障害者基本法（第 11 条第３項） 

市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、当該市町

村における障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施策に関する

基本的な計画（以下「市町村障害者計画」という。）を策定しなければならない。 
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３ 計画の期間 

令和７年度から令和 11年度までの５年間とします。 

 なお、計画期間中においても、国の動向や社会情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて見

直しを行います。 

 

計画名 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10年度 

令和 

11年度 

障がい者計画 
  

    

障がい福祉計画 
 

  
 

  

障がい児福祉計画    
 

  

 

４ 各種計画との関連 

本計画は、総合的かつ計画的な市政運営を図るための基本的指針となる「小林市総合計

画」及び地域福祉の推進を図るための基本的指針となる「小林市地域福祉計画」を上位計

画とする計画であり、障がい福祉サービス等に係る目標や見込量、その確保策等を定めた

「小林市障がい福祉計画・小林市障がい児福祉計画」と一体的な推進を図るものです。 

 また、その他、本市の保健福祉分野関連計画、国が策定した「第５次障害者基本計画」、

宮崎県が策定した「第５次宮崎県障がい者計画」等の関連計画と整合・連携を図りながら

推進していくものです。 

     

小林市総合計画

小林市地域福祉計画

小林市障がい福祉計画

小林市障がい児福祉計画

小林市障がい者計画

小林市高齢者保健福祉計画
介護保険事業計画

小林市こども計画

その他関連計画

第
５
次
障
害
者
基
本
計
画

第
５
次
宮
崎
県
障
が
い
者
計
画

宮
崎
県
発
達
障
が
い
者
支
援
計
画

他
関
連
計
画
・
法
令
等

整合・連携

健幸こばやし２１

第７期計画期間 第８期計画期間 

第３期計画期間 第４期計画期間 

第５期計画期間 第４期 
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５ 計画の対象 

この計画で記載している「障がい者」とは、障害者基本法の規定に基づき、身体障害者

手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳所持者のみではなく、発達障がい者、高次脳機

能障がい、難病疾患等、心身の機能に障がいがある人であって、日常生活や社会生活で継

続して相当な制限を受けている全ての人を総称して使用しています。 

 

障害者基本法（第２条） 

この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機

能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であつて、障害及び社会的障壁に

より継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

二 社会的障壁 障害がある者にとつて日常生活又は社会生活を営む上で障壁とな

るような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。 

 

６ 国・県の計画について 

（１）【国】障害者基本計画（第５次） 

平成 30 年３月の「障害者基本計画（第４次）」策定以降の社会動向等を踏まえて策定

されたものであり、全ての国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互

に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現するため、障がい者の自立及び社会

参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とするものである

ことを継承しつつ、以下に掲げる社会の実現にも寄与することが期待されるものとして、

令和５年３月に策定されたものです。 

・「一人一人の命の重さは障害の有無によって少しも変わることはない」という当たり

前の価値観を国民全体で共有できる共生社会 

・「誰一人取り残さない」というＳＤＧｓ（持続可能な開発目標：Sustainable 

Development Goals）の理念とも軌を一にした、障害の有無にかかわらず国民誰も

が相互に人格と個性を尊重し支え合う社会 

・デジタルの活用により、国民一人一人の特性やニーズ、希望に即したサービスを選ぶ

ことができ、障害の有無にかかわらず多様な幸せが実現できる社会 

・障害者施策が国民の安全・安心や社会経済の進歩につながるしなやかで豊かな社会 
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※内閣府資料より 
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（２）【県】宮崎県障がい者計画（第５次） 

「障がいのあるなしによって分け隔てられることなく地域でともに生きる社会づくり」

を目指すため、宮崎県における障がいのある人のための施策に関する基本的な計画として、

令和６年３月に策定されたものです。 

 

計画の特徴 

・第５次宮崎県障がい者計画においても、引き続き「障がいのあるなしによって分け隔

てられることなく地域でともに生きる社会づくり」を基本目標として設定。 

・障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法の制定に伴い、ICT（情

報通信技術）機器の利活用等を支援する人材育成の追加、失語症者向け意思疎通支援

の成果目標新設など障がい者の情報の取得利用・意思疎通に係る施策の推進を追加。 

・国の「難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針」に基づき、難聴児の早期

発見・早期療育に係る施策の総合的な推進を追加。 

※宮崎県資料より 

 

 

７ 計画の策定方法 

（１）小林市障害者施策推進協議会 

本計画に盛り込むべき施策等を検討するため、学識経験者、障がい者、障がい者の福祉

に関する事業に従事する者、関係行政機関の職員、市職員によって構成する「小林市障害

者施策推進協議会」を令和６年８月、12月及び令和 7年 2月に開催しました。 

 

（２）小林市障害者計画策定委員会 

本計画に盛り込む施策等について検討するため、市職員によって構成する「小林市障害

者計画策定委員会」を令和 6年 7月及び 11月に開催しました。 

 

（３）障害者手帳所持者等アンケート調査の実施 

本市在住の障害者手帳所持者等の実情やニーズ等を踏まえた計画とするため、アンケー

ト調査を令和５年８月に実施しました。 

 

（４）障がい福祉サービス等事業所アンケート調査 

本計画策定の基礎資料とするため、障がい福祉サービス等を提供する市内事業所を対象

として、アンケート調査を令和５年８月に実施しました。  
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（５）障がい者団体等ヒアリング調査の実施 

障がい者等の実情やニーズ等をより深く把握するため、障がい者団体等に対するヒアリ

ング調査を令和 6年 10月に実施しました。 

 

（６）関係各課調査の実施 

第４期計画に定めた施策の現状・課題、今後の方向性について把握するため、関係各課

に対する調査を令和６年７月～８月に実施しました。 

 

（７）パブリックコメントの実施 

本計画案に対し、広く市民の意見を聴取するために、令和７年１月 15 日から２月 13

日までパブリックコメント（意見募集）を実施しました。 

 

 

８ 「障がい」の表記について 

本計画においては、「害」という漢字の否定的なイメージに配慮し、国の法令や地方公共

団体などの条例・規則などに基づく法律用語や引用、施設名等の固有名詞を除き、「害」を

「がい」と表記することとしています。 

 そのため、計画書内において、「がい」と「害」の表記が混在しています。 
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第２章 障がい者を取り巻く状況 
 

 

１ 総人口の推移 

本市の総人口は減少傾向が続き、令和６年時点において 42, 280人となっています。 

 年齢階層別でみると、65 歳以上の高齢者数が増加傾向にある中、64 歳以下人口の減

少が続き、令和６年時点の高齢化率（総人口全体に占める65歳以上人口の割合）は38.6％

となっています。 

 

   

※住民基本台帳人口（各年４月１日時点） 

 

  

5,714 5,555 5,418 5,270 5,144 4,876

23,687 23,116 22,589 22,018 21,671 21,076

16,134 16,221 16,278 16,326 16,332 16,328

45,535 44,892 44,285 43,614 43,147 42,280

35.4% 36.1% 36.8% 37.4% 37.9% 38.6%

0%

10%

20%

30%

40%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

令和元年

(2019)

令和２年

(2020)

令和３年

(2021)

令和４年

(2022)

令和５年

(2023)

令和６年

(2024)

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上） 高齢化率

(人)
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２ 手帳所持者の状況 

（１）障害者手帳所持者数の推移 

① 手帳種別 

本市の障害者手帳所持者数（延べ）は減少傾向にあり、令和６年時点において 3, 280

人となっています。 

 手帳種別でみると、「身体障害者手帳」は減少傾向で推移している一方、「精神障害者保

健福祉手帳」は増加傾向で推移しています。 

 
※福祉課資料（各年４月１日時点） 

 療育手帳所持者数の令和２年～３年の変動は管理システムの変更によるものであり、令和２年までの 

   数値には転出者や死亡者が一部含まれていると考えられる。（以下同様） 

 

  

2,707 2,666 2,565 2,512 2,417 2,379

566 578
544 553

555 560

218 238
263 288 299 341

3,491 3,482
3,372 3,353 3,271 3,280

0

1,000

2,000

3,000

4,000

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

（人）
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② 年代別 

年代別でみると、「18～64歳」「65歳以上」は減少傾向で推移している一方、「18歳

未満」は増加傾向で推移しています。 

 
※福祉課資料（各年４月１日時点） 

 

 

（２）身体障害者手帳所持者の状況 

① 等級別 

身体障害者手帳所持者数は各等級において減少傾向が続き、令和６年時点において

2, 379人となっています。 

 等級別でみると、令和６年時点において、障がいの程度が重い「１級」の所持者数が最

も多くなっています。 

 
※福祉課資料（各年４月１日時点） 

130 136 146 144 147 158

1,168 1,150 1,097 1,088 1,044 1,067

2,193 2,196 2,129 2,121 2,080 2,055

3,491 3,482
3,372 3,353 3,271 3,280

0

1,000

2,000

3,000

4,000

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

18歳未満 18～64歳 65歳以上

（人）

731 708 680 662 653 650

417 410 388 376 362 351

414 410
389 389 367 366

723 717
697 672

633 620

208 202
199

200
191 192

214 219
212

213
211 200

2,707 2,666
2,565

2,512
2,417 2,379

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年
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② 部位別 

部位別でみると、令和６年時点における所持者数の多い順から、「肢体不自由」「内部障

害」となっており、各部位の所持者数が減少傾向で推移しています。 

 
※福祉課資料（各年４月１日時点） 

 

③ 年代別 

年代別でみると、令和６年時点において、「65歳以上」の所持者数が約 8割を占めて

おり、各年代の所持者数が減少傾向で推移しています。 

 
※福祉課資料（各年４月１日時点） 

 

  

186 178 173 164 163 162

198 195 189 184 176 166

29 28 24 23 20 24

1,520 1,495 1,431 1,411 1,348 1,324

774 770
748 730

710 703

2,707 2,666
2,565

2,512
2,417 2,379

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

視覚障害 聴覚・平衡障害 言語・音声・そしゃく障害 肢体不自由 内部障害

（人）

46 44 43 39 37 40

594 556 528 491 441 437

2,067 2,066 1,994 1,982 1,939 1,902 

2,707 2,666
2,565 2,512

2,417 2,379

0

1,000

2,000

3,000

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

18歳未満 18～64歳 65歳以上

（人）
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（３）療育手帳所持者の状況 

① 等級別 

本市の療育手帳所持者数は近年増加傾向が続き、令和６年時点において 560人となっ

ています。 

 等級別でみると、令和６年時点において、障がいの程度が重い「Ａ」の所持者数が最も

多くなっています。 

  
※福祉課資料（各年４月１日時点） 

 

② 年代別 

年代別でみると、令和６年時点において、「18～64歳」の所持者数が６割以上を占め

ていますが、「18歳未満」「65歳以上」の所持者数が増加傾向で推移しています。 

  
※福祉課資料（各年４月１日時点）  

243 240 216 219 215 218

154 163
156 154 157 163

169 175 
172 180 183 179 

566 578
544 553 555 560
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Ａ Ｂ１ Ｂ２

（人）
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406 408 364 367 362 357
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81 85 89 92

566 578
544 553 555 560
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400
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令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

18歳未満 18～64歳 65歳以上

（人）
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（４）精神障害者保健福祉手帳所持者の状況 

① 等級別 

本市の精神障害者保健福祉手帳所持者数は増加傾向が続き、令和６年時点において

341人となっています。 

 等級別でみると、令和６年時点において、障がいの程度が重い「１級」の所持者数は大

きな変動はないものの、「２級」「３級」の所持者数が増加傾向で推移しており、令和６年

の「３級」の所持者数は令和元年時点と比較して２倍以上に増加しています。 

 
※福祉課資料（各年４月１日時点） 

 

② 年代別 

年代別でみると、令和６年時点において、「18～64歳」の所持者数が８割を占めると

ともに、各年代の所持者数が増加傾向で推移しています。 

  
※福祉課資料（各年４月１日時点）  
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18歳未満 18～64歳 65歳以上

（人）
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３ 特別支援学級・特別支援学校の児童生徒数の推移 

（１）児童生徒数の推移 

特別支援学級・特別支援学校の児童生徒数は、少子化が進む中、いずれも増加傾向で推

移しています。 

 特に特別支援学校の児童生徒数は、令和元年時点と比較して 1.5倍以上に増加していま

す。 

・特別支援学級の児童生徒数 

 

・特別支援学校の児童生徒数 

 
※文部科学省「学校基本調査」（各年５月１日時点） 

  特別支援学校の児童生徒数は、小林こすもす支援学校（旧 都城きりしま支援学校小林校）の児童生徒総数 
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４ アンケート調査結果からみた本市の状況 

（１）調査の目的 

障がい者や障がい福祉サービス等に係る実情、ニーズ等を踏まえた本計画及び「第７期

小林市障がい福祉計画・第３期小林市障がい児福祉計画」（令和５年度策定）を策定するこ

とや、今後の障がい者福祉推進に係る基礎資料とすることなどを目的に、障害者手帳所持

者や障がい児通所支援サービス利用者等を対象とする「障害者手帳所持者等アンケート調

査」及び障がい福祉サービス等を提供する市内事業所を対象とする「障がい福祉サービス

等事業所アンケート調査」を実施しました。 

 

（２）調査概要 

調査種別 
障害者手帳所持者等アンケート調査 障がい福祉サービス等

事業所アンケート調査 障がい者調査 障がい児調査 

調査対象 

身体障害者手帳、療育手

帳、精神障害者保健福祉

手帳を所持している 18

歳以上の市民 

身体障害者手帳、療育手

帳、精神障害者保健福祉

手帳を所持している、も

しくは児童発達支援や

放課後等デイサービス

を利用している 18 歳未

満の市民（保護者が回

答） 

障がい福祉サービス等

を提供する市内事業所 

調査期間 令和５年８月 

調査方法 郵送配布、郵送もしくはＷｅｂによる回収 

配布数 1,500 件 328 件 50 件 

有効回答数 644 件 138 件 37 件 

有効回答率 42.9％ 42.1％ 74.0％ 
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（３）障害者手帳所持者等アンケート調査結果（抜粋） 

① 調査対象者の属性 

ア）年齢（令和５年４月１日時点） 

・障がい者調査 

「39 歳以下」が 12.0％、「40～64 歳」が 29.0％、「65 歳以上」が 56.8％とな

っています。 

 

 

・障がい児調査 

障がい児調査では、「０～５歳」が 34.1％、「６～11歳」が 42.8％、「12～18歳」

が 23.2％となっています。 

  

選択肢 回答数 割合

39歳以下 77 12.0%

40～64歳 187 29.0%

65歳以上 366 56.8%

無回答 14 2.2%

サンプル数 644 100.0%

12.0%

29.0%

56.8%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

０～５歳 47 34.1%

６～11歳 59 42.8%

12～18歳 32 23.2%

無回答 0 0.0%

サンプル数 138 100.0%

34.1%

42.8%

23.2%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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イ）所持する手帳や医師から診断を受けた内容 

・障がい者調査 

「身体障害者手帳」が 66.6％と最も高く、次いで、「療育手帳」の 20.3％、「精神障

害者保健福祉手帳」の 13.7％の順となっています。 

 
  ※複数回答可 

 

・障がい児調査 

障がい児調査では、「療育手帳」が 45.7％と最も高く、次いで、「発達障がいの診断

を受けている」の 39.9％、「上記のいずれにも当てはまらない」の 18.8％の順となっ

ています。 

 
  ※複数回答可  

選択肢 回答数 割合

身体障害者手帳 429 66.6%

療育手帳 131 20.3%

精神障害者保健福祉手帳 88 13.7%

難病の認定を受けている 27 4.2%

発達障がいの診断を受けている 24 3.7%

重症心身障がいの認定を受けている 22 3.4%

高次脳機能障がいの診断を受けている 11 1.7%

自立支援医療を受給している 48 7.5%

無回答 19 3.0%

サンプル数 644 －

66.6%

20.3%

13.7%

4.2%

3.7%

3.4%

1.7%

7.5%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

身体障害者手帳 22 15.9%

療育手帳 63 45.7%

精神障害者保健福祉手帳 4 2.9%

難病の認定を受けている 6 4.3%

発達障がいの診断を受けている 55 39.9%

重症心身障がいの認定を受けている 3 2.2%

高次脳機能障がいの診断を受けている 1 0.7%

自立支援医療を受給している 4 2.9%

上記のいずれにも当てはまらない 26 18.8%

無回答 1 0.7%

サンプル数 138 －

15.9%

45.7%

2.9%

4.3%

39.9%

2.2%

0.7%

2.9%

18.8%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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ウ）医療的ケアの有無 

・障がい者調査 

「受けている」が 16.1％、「受けていない」が 75.6％となっています。 

 

 

・障がい児調査 

「受けている」が 8.0％、「受けていない」が 89.1％となっています。 

 

 

※医療的ケアとは、病院などの医療機関以外の場所（自宅や学校など）で人工呼吸器や胃ろう等を使用し、

日常的に継続して行われる、たんの吸引や経管栄養、気管切開部の衛生管理等の医療行為を指す 

  

選択肢 回答数 割合

受けている 104 16.1%

受けていない 487 75.6%

無回答 53 8.2%

サンプル数 644 100.0%

受けている

16.1%

受けていない

75.6%

無回答

8.2%

選択肢 回答数 割合

受けている 11 8.0%

受けていない 123 89.1%

無回答 4 2.9%

サンプル数 138 100.0%

受けている

8.0%

受けていない

89.1%

無回答

2.9%
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② 日常生活を支える主な家族の年齢・健康状態 

ア）年齢 

・障がい者調査 

家族が日常生活の手助けを行っている場合における「特に中心となって支援を行って

いる家族」の年齢について、障がい者調査では、「70歳代」が 33.2％と最も高く、次

いで、「60 歳代」の 20.1％、「50 歳代」の 15.7％の順となっており、60 歳以上で

66.4％を占めています。 

 

 

・障がい児調査 

「40歳代」が 51.1％と最も高く、次いで、「30歳代」の 34.1％の順となってい

ます。

  

選択肢 回答数 割合

19歳以下 0 0.0%

20歳代 3 1.3%

30歳代 9 3.9%

40歳代 20 8.7%

50歳代 36 15.7%

60歳代 46 20.1%

70歳代 76 33.2%

80歳以上 30 13.1%

無回答 9 3.9%

サンプル数 229 100.0%

0.0%

1.3%

3.9%

8.7%

15.7%

20.1%

33.2%

13.1%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

19歳以下 0 0.0%

20歳代 7 8.0%

30歳代 30 34.1%

40歳代 45 51.1%

50歳代 3 3.4%

60歳代 1 1.1%

70歳代 1 1.1%

80歳以上 0 0.0%

無回答 1 1.1%

サンプル数 88 100.0%

0.0%

8.0%

34.1%

51.1%

3.4%

1.1%

1.1%

0.0%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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イ）健康状態 

・障がい者調査 

家族が日常生活の手助けを行っている場合における「特に中心となって支援を行って

いる家族」の健康状態について、「健康」が 33.2％、「まあまあ健康」が 53.7％、「あ

まり健康ではない」が 11.4％となっています。 

 

 

・障がい児調査 

「健康」が 55.7％、「まあまあ健康」が 42.0％、「あまり健康ではない」が 2.3％と

なっています。 

 
  

選択肢 回答数 割合

健康 76 33.2%

まあまあ健康 123 53.7%

あまり健康ではない 26 11.4%

無回答 4 1.7%

サンプル数 229 100.0%

33.2%

53.7%

11.4%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

健康 49 55.7%

まあまあ健康 37 42.0%

あまり健康ではない 2 2.3%

無回答 0 0.0%

サンプル数 88 100.0%

55.7%

42.0%

2.3%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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③ 暮らしの現状と希望（障がい者調査） 

ア）現在の暮らしと３年後に希望する暮らし 

「現在の暮らし」については、「家族と同居」が 63.8％と最も高く、次いで、「一人

暮らし」の 18.3％、「社会福祉施設に入所」の 7.5％の順となっています。 

 一方、「３年後に希望する暮らし」については、「家族と同居」が 54.5％と最も高く、

次いで、「一人暮らし」の 14.4％、「わからない、特に希望はない」の 11.0％の順とな

っており、「現在の暮らし」への回答内容と比較して、「グループホームで生活」「社会福

祉施設に入所、または病院に入院」の割合に大きな違いはみられないことから、現状の

暮らしの継続を希望している人が多いと考えられます。 

・現在の暮らし 

 

 

・３年後に希望する暮らし 

  

選択肢 回答数 割合

一人暮らし 118 18.3%

家族と同居 411 63.8%

グループホームで生活 36 5.6%

社会福祉施設に入所 48 7.5%

病院に入院 22 3.4%

その他 1 0.2%

無回答 8 1.2%

サンプル数 644 100.0%

18.3%

63.8%

5.6%

7.5%

3.4%

0.2%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

一人暮らし 93 14.4%

家族と同居 351 54.5%

グループホームで生活 39 6.1%

社会福祉施設に入所、または病院に入院 64 9.9%

その他 8 1.2%

わからない、特に希望はない 71 11.0%

無回答 18 2.8%

サンプル数 644 100.0%

14.4%

54.5%

6.1%

9.9%

1.2%

11.0%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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イ）経済的状況 

「やや苦しい」が 31.4％と最も高く、次いで、「ややゆとりがある」の 22.0％、「わ

からない」の 19.6％の順となっています。 

 回答者の約半数が「経済的に苦しい」と回答しており、自立支援を含む、経済的支援

の必要性が高くなっています。 

 
  

選択肢 回答数 割合

苦しい 117 18.2%

やや苦しい 202 31.4%

ややゆとりがある 142 22.0%

ゆとりがある 45 7.0%

わからない 126 19.6%

無回答 12 1.9%

サンプル数 644 100.0%

18.2%

31.4%

22.0%

7.0%

19.6%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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④ 外出 

ア）外出頻度 

・障がい者調査 

「１週間に数回外出する」が 46.0％と最も高く、次いで、「ほぼ毎日外出する」の

25.6％、「めったに外出しない」の 18.3％の順となっています。 

 

 

・障がい児調査 

「ほぼ毎日外出する」が 59.4％と最も高く、次いで、「１週間に数回外出する」の

33.3％、「めったに外出しない」の 4.3％の順となっています。

  

選択肢 回答数 割合

ほぼ毎日外出する 165 25.6%

１週間に数回外出する 296 46.0%

めったに外出しない 118 18.3%

まったく外出しない 49 7.6%

無回答 16 2.5%

サンプル数 644 100.0%

25.6%

46.0%

18.3%

7.6%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

ほぼ毎日外出する 82 59.4%

１週間に数回外出する 46 33.3%

めったに外出しない 6 4.3%

まったく外出しない 1 0.7%

無回答 3 2.2%

サンプル数 138 100.0%

59.4%

33.3%

4.3%

0.7%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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イ）外出時の困りごと 

両調査において、「特に困っていることはない」への回答割合が最も高くなっています

が、「何らかの困りごとがある」と回答した割合が、障がい者調査では６割、障がい児調

査では４割を超えています。 

 具体的な困りごとについて、障がい者調査では、「自分ひとりで外出できない」が

23.4％と最も高く、次いで、「道路に段差が多い」の 22.7％、「一般車両が車いす使用

者用駐車スペースに駐車していて、使用できない」の 16.1％の順となっています。 

 障がい児調査では、「（障がいがあるために）お子さまひとりで外出できない」が

23.2％と最も高く、次いで、「道路に段差が多い」の 10.1％、「その他」の 8.7％の順

となっています。 

 
  ※複数回答可 

 

  

22.7%

5.4%

12.3%

9.0%

16.1%

13.2%

10.1%

13.0%

9.3%

23.4%

1.9%

5.3%

30.9%

7.8%

10.1%

2.9%

6.5%

5.8%

8.0%

3.6%

5.1%

8.0%

7.2%

23.2%

2.2%

8.7%

54.3%

1.4%

0% 20% 40% 60%

障がい者調査(n=644) 障がい児調査(n=138)

道路に段差が多い

道路に放置自転車や看板などの障がい物が多い

バスや鉄道などの交通機関で乗り降りが不便

車いす使用者用駐車場が少ない（ない）

一般車両が車いす使用者用駐車スペースに駐車していて、使用できない

建物内の出入口や通路に段差がある

エレベーターが設置されていない（少ない、利用しにくい）

身体障がい者用トイレが少ない（ない）

外出先・交通機関での情報の取得やコミュニケーション支援がない（足りない）

自分ひとりで外出できない

点字ブロック・エスコートゾーンなどの交通バリアフリーがない（少ない）

その他

特に困っていることはない

無回答
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ウ）市役所、学校、会社、お店等に求める配慮 

障がい者調査では、「わかりやすい説明」が 40.2％と最も高く、次いで、「障がいや

特性を理解した上での対応」の 33.2％、「暴言、嫌味などを言わないこと」の 22.5％

の順となっています。 

 障がい児調査では、「障がいや特性を理解した上での対応」が 45.7％と最も高く、次

いで、「わかりやすい説明」の 34.8％、「暴言、嫌味などを言わないこと」の 30.4％の

順となっています。 

 
  ※複数回答可 

 

  

40.2%

18.9%

15.5%

11.5%

33.2%

22.5%

4.5%

21.9%

8.4%

34.8%

16.7%

24.6%

14.5%

45.7%

30.4%

3.6%

29.7%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

障がい者調査(n=644) 障がい児調査(n=138)

わかりやすい説明

手伝って欲しいことを言った時は、出来るだけ手伝う

最後まで話すことを聞く

施設などをバリアフリー化する

障がいや特性を理解した上での対応

暴言、嫌味などを言わないこと

その他

特に必要とする配慮はない

無回答
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エ）コミュニケーションでの困りごとの有無と必要な情報を理解するために配慮すべき

こと（障がい者調査） 

「コミュニケーションでの困りごとの有無」については、「ある」が 25.2％、「ない」

が 65.8％となっています。 

 「必要な情報を理解するために配慮すべきこと」については、「特に配慮すべき点はな

い」が 43.3％と最も高くなっていますが、具体的に配慮すべき点としては、「文字の拡

大表示」が 19.9％と最も高く、次いで、「絵や写真などの視覚的表現を用いた情報」の

13.7％、「文章へのフリガナの記載」の 13.4％の順となっています。 

・コミュニケーションでの困りごとの有無 

 

 

・必要な情報を理解するために配慮すべきこと 

 
  ※複数回答可 

  

選択肢 回答数 割合

ある 162 25.2%

ない 424 65.8%

無回答 58 9.0%

サンプル数 644 100.0%

ある

25.2%

ない

65.8%

無回答

9.0%

選択肢 回答数 割合

文字の拡大表示 128 19.9%

絵や写真などの視覚的表現を用いた情報 88 13.7%

文章へのフリガナの記載 86 13.4%

音声情報による提供 54 8.4%

手話通訳者・要約筆記者による情報提供 15 2.3%

点字資料による提供 9 1.4%

その他 24 3.7%

特に配慮すべき点はない 279 43.3%

無回答 100 15.5%

サンプル数 644 －

19.9%

13.7%

13.4%

8.4%

2.3%

1.4%

3.7%

43.3%

15.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑤ 雇用・就労（障がい者調査） 

ア）現在の就労状況 

「している（現在、仕事をしている（就労継続支援事業所を含む））」に回答した割合は

29.2％となっており、年齢が低くなるほどその割合は高くなっています。 

 
 

イ）障がい者の就労のために必要なこと 

「障がい者を雇用する事業主の理解」が 41.8％と最も高く、次いで、「職場の仲間の

障がい者への理解」の 26.2％の順となっており、雇用主・同僚の理解が必要であると考

えている人が多くなっています。 

 
  ※複数回答可 

  

選択肢 回答数 割合

している 188 29.2%

していない 443 68.8%

無回答 13 2.0%

サンプル数 644 100.0%

している

29.2%

していない

68.8%

無回答

2.0%

選択肢 回答数 割合

障がい者を雇用する事業主の理解 269 41.8%

職場の仲間の障がい者への理解 169 26.2%

自宅でできる仕事の開拓 106 16.5%

障がい者の採用枠の増加 95 14.8%

障がい者が使いやすい職場の施設や設備 91 14.1%

通院などの休みを認める 88 13.7%

仕事の相談やあっせんをする場の拡充 65 10.1%

技能や技術、知識を習得する場の拡充 64 9.9%

就労継続支援事業所（Ａ型・Ｂ型）など
福祉的就労の場の充実

55 8.5%

コミュニケーション手段の確保や充実 39 6.1%

その他 30 4.7%

特に必要なことはない 96 14.9%

無回答 105 16.3%

サンプル数 644 －

41.8%

26.2%

16.5%

14.8%

14.1%

13.7%

10.1%

9.9%

8.5%

6.1%

4.7%

14.9%

16.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑥ 相談支援 

ア）抱えている困りごと 

・障がい者調査 

「特にない」が 46.6％と最も高くなっていますが、具体的な困りごととしては、「外

出に関すること」が 20.5％と最も高く、次いで、「家事に関すること」「周囲の人との

コミュニケーションや対人関係に問題を抱えている」の 13.8％となっています。 

  
  ※複数回答可 

 

・障がい児調査 

「お子さまの教育、学習」が 56.5％と最も高く、次いで、「収入、年金、手当」の 43.5％、

「お子さまの交友、対人関係」の 35.5％の順となっています。 

  
  ※複数回答可  

選択肢 回答数 割合

外出に関すること 132 20.5%

家事に関すること 89 13.8%

周囲の人とのコミュニケーションや対人
関係に問題を抱えている

89 13.8%

経済的に暮らしていけない 77 12.0%

身体介助に関すること 51 7.9%

施設の定員の空きがない 19 3.0%

在宅では必要な医療・福祉サービスが受
けられない

17 2.6%

生活する場所がない 12 1.9%

その他 25 3.9%

特にない 300 46.6%

無回答 60 9.3%

サンプル数 644 －

20.5%

13.8%

13.8%

12.0%

7.9%

3.0%

2.6%

1.9%

3.9%

46.6%

9.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

お子さまの教育、学習 78 56.5%

収入、年金、手当 60 43.5%

お子さまの交友、対人関係 49 35.5%

お子さまの就職 46 33.3%

お子さまの健康、医療 43 31.2%

障がいのある人が暮らす施設の利用に関
すること

24 17.4%

家庭問題 16 11.6%

お子さまの福祉機器の利用に関すること 11 8.0%

在宅での障がい福祉サービスの利用に関
すること

9 6.5%

その他 4 2.9%

特にない 22 15.9%

無回答 0 0.0%

サンプル数 138 －

56.5%

43.5%

35.5%

33.3%

31.2%

17.4%

11.6%

8.0%

6.5%

2.9%

15.9%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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イ）相談相手 

・障がい者調査 

「家族や親せき」が 62.1％と最も高くなっています。 

 
  ※複数回答可  

選択肢 回答数 割合

家族や親せき 400 62.1%

友人・知人 98 15.2%

近所の人 33 5.1%

民生委員・児童委員などの地域の役員 22 3.4%

現在利用しているサービス事業所の職員
等

107 16.6%

医療機関 119 18.5%

行政機関の相談窓口 59 9.2%

社会福祉協議会 44 6.8%

身体障害者相談員 22 3.4%

障がい者団体や家族会 9 1.4%

その他 17 2.6%

相談できる人がいない、誰に相談したら
よいかわからない

34 5.3%

困りごとは特にない 79 12.3%

無回答 23 3.6%

サンプル数 644 －

62.1%

15.2%

5.1%

3.4%

16.6%

18.5%

9.2%

6.8%

3.4%

1.4%

2.6%

5.3%

12.3%

3.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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・障がい児調査 

「家族や親戚」が 74.6％と最も高く、次いで、「現在利用しているサービス事業所の

職員等」の 65.9％、「保育所、幼稚園、認定こども園、学校」の 58.0％の順となって

います。 

 
  ※複数回答可  

選択肢 回答数 割合

家族や親戚 103 74.6%

友人、知人 60 43.5%

近所の人 1 0.7%

民生委員・児童委員などの地域の役員 1 0.7%

保育所、幼稚園、認定こども園、学校 80 58.0%

現在利用しているサービス事業所の職員
等

91 65.9%

医療機関 56 40.6%

行政機関の相談窓口 18 13.0%

社会福祉協議会 2 1.4%

身体障害者相談員 4 2.9%

障がい者団体や家族会 5 3.6%

その他 1 0.7%

相談できる人がいない、誰に相談したら
よいかわからない

0 0.0%

困りごとは特にない 0 0.0%

無回答 1 0.7%

サンプル数 138 －

74.6%

43.5%

0.7%

0.7%

58.0%

65.9%

40.6%

13.0%

1.4%

2.9%

3.6%

0.7%

0.0%

0.0%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑦ 療育・教育（障がい児調査） 

ア）障がい等に気づいたきっかけ 

「家族が気付いた」が 43.5％と最も高くなっていますが、家族以外からの指摘等が

きっかけとなったケースも５割を超えています。 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

家族が気付いた 60 43.5%

定期健診（乳幼児健康診査）を受けた際
に話があった

35 25.4%

病院で医師から話があった 12 8.7%

就学時健康診断の時に話があった 3 2.2%

保育所職員・幼稚園教諭・学校教職員か
ら話があった

15 10.9%

知人からの話で気付いた 2 1.4%

その他 4 2.9%

無回答 7 5.1%

サンプル数 138 100.0%

43.5%

25.4%

8.7%

2.2%

10.9%

1.4%

2.9%

5.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%



31 

 

 

イ）早期支援につなげるために必要なこと 

「保育所職員・幼稚園教諭・学校教職員への障がいに関する知識の習得の促進」が

63.8％と最も高く、次いで、「関係機関窓口での相談体制の充実」「保育所や幼稚園、学

校等への相談員の出張訪問による相談体制の充実」の 55.1％の順となっています。 

 
  ※複数回答可 

 

  

選択肢 回答数 割合

保育所職員・幼稚園教諭・学校教職員へ
の障がいに関する知識の習得の促進

88 63.8%

関係機関窓口での相談体制の充実 76 55.1%

保育所や幼稚園、学校等への相談員の出
張訪問による相談体制の充実

76 55.1%

定期健診（乳幼児健康診査）等における
相談体制の充実

66 47.8%

保護者が障がいに関する知識を習得でき
る機会の充実

57 41.3%

定期健診（乳幼児健康診査）等が受けや
すい体制の充実

47 34.1%

電話やメール等による相談体制の充実 31 22.5%

居宅訪問による相談体制の充実 22 15.9%

その他 6 4.3%

特にない 4 2.9%

無回答 1 0.7%

サンプル数 138 －

63.8%

55.1%

55.1%

47.8%

41.3%

34.1%

22.5%

15.9%

4.3%

2.9%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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ウ）教育・保育施設、学校等での困りごと 

「困っていることはない」が 53.0％と最も高くなっていますが、具体的な困りごと

としては、「先生の理解や配慮が足りない」が 18.9％と最も高く、次いで、「通うのが

たいへん」の 12.9％、「まわりの子どもたちの理解が得られない」の 12.1％の順とな

っています。 

 
  ※複数回答可 

 

  

選択肢 回答数 割合

先生の理解や配慮が足りない 25 18.9%

通うのがたいへん 17 12.9%

まわりの子どもたちの理解が得られない 16 12.1%

友だちができない 12 9.1%

介助体制が十分でない 10 7.6%

トイレなどの設備が整っていない 6 4.5%

医療的なケアが受けられない 1 0.8%

その他 13 9.8%

困っていることはない 70 53.0%

無回答 1 0.8%

サンプル数 132 －

18.9%

12.9%

12.1%

9.1%

7.6%

4.5%

0.8%

9.8%

53.0%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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エ）教育・保育施設、学校等へ望むこと 

「子どもの能力や障がいの状態に適した指導」が 68.2％と最も高く、次いで、「個別

指導の充実」の 46.2％、「就学や進路などの相談体制の充実」の 43.9％の順となって

います。 

 
  ※複数回答可 

  

選択肢 回答数 割合

子どもの能力や障がいの状態に適した指
導

90 68.2%

個別指導の充実 61 46.2%

就学や進路などの相談体制の充実 58 43.9%

施設、設備、教材の充実 50 37.9%

まわりの子どもたちとの交流機会を増や
す

25 18.9%

通常の学級への受け入れ 20 15.2%

医療的なケアを受けられるようにする 13 9.8%

その他 9 6.8%

特に希望することはない 14 10.6%

無回答 2 1.5%

サンプル数 132 －

68.2%

46.2%

43.9%

37.9%

18.9%

15.2%

9.8%

6.8%

10.6%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑧ 障がい福祉サービス等 

ア）サービスの利用満足度 

・障がい者調査 

利用サービスごとの利用満足度について、「満足している」への回答割合が高い順に、

「就労移行支援」「日常生活用具の給付、貸与」「同行援護や行動援護」となっており、

「満足していない」への回答割合が高い順に「コミュニケーション支援」「短期入所」「自

立訓練」の順となっています。 

 
  ※ｎは、各サービスについて「利用している」と回答した人数 

 

・障がい児調査 

利用サービス全体の利用満足度について、「大変満足」「やや満足」を合わせた割合が

87.5％となっています。 

 
  ※「現在サービスを利用していない」「無回答」を除外  

55.2%

68.8%

63.0%

80.0%

52.5%

47.6%

56.5%

78.8%

63.3%

25.0%

13.8%

6.3%

13.6%

12.5%

14.3%

17.4%

11.5%

10.0%

25.0%

24.1%

25.0%

21.0%

20.0%

32.5%

38.1%

26.1%

9.6%

23.3%

50.0%

6.9%居宅介護や重度訪問介護(n=29)

同行援護や行動援護(n=16)

生活介護(n=81)

就労移行支援(n=15)

就労継続支援Ａ型・Ｂ型(n=40)

自立訓練(n=42)

短期入所(n=23)

日常生活用具の給付、貸与(n=52)

移動支援(n=30)

コミュニケーション支援(n=4)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

満足している 満足していない どちらともいえない 無回答

選択肢 回答数 割合

大変満足 53 44.2%

やや満足 52 43.3%

やや不満 14 11.7%

非常に不満 1 0.8%

サンプル数 120 100.0%

大変満足

44.2%

やや満足

43.3%

やや不満

11.7%

非常に不

満

0.8%
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イ）サービス利用に係る困りごと 

具体的な困りごとについて、障がい者調査では、「手続きが面倒である」が 10.7％と

最も高く、次いで、「サービス内容に関する情報が少ない」の 10.1％の順となっていま

す。 

 障がい児調査では、「手続きが面倒である」が 18.1％と最も高く、次いで、「利用料が

高い」の 16.7％、「定員がいっぱいで施設に入所や通所ができない」の 10.9％の順とな

っており、両調査において、「手続きが面倒である」への回答割合が最も高くなっていま

す。 

 
  ※複数回答可  

7.3%

3.1%

10.7%

7.6%

3.3%

2.3%

3.1%

2.6%

10.1%

5.3%

2.0%

24.7%

36.0%

16.8%

16.7%

8.0%

18.1%

9.4%

10.9%

0.7%

2.9%

4.3%

8.0%

1.4%

8.0%

42.8%

6.5%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

障がい者調査(n=644) 障がい児調査(n=138)

利用料が高い

サービスの質が低い

手続きが面倒である

障がいの程度や希望に合ったサービスが受けられない

定員がいっぱいで施設に入所や通所ができない

医療的ケアが受けられない

施設等まで通うのが大変

他の利用者や職員になじめない

サービス内容に関する情報が少ない

サービス利用に関する相談相手がいない

その他

困っていることはない

サービスを利用していない（サービスを利用したいと思っていない）

無回答
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⑨ 障がいに対する市民の理解 

ア）障がいがあることで不当な扱い等を受けた経験の有無 

・障がい者調査 

「ある」が 23.8％、「ない」が 69.7％となっています。 

 

 

・障がい児調査 

「ある」が 22.5％、「ない」が 73.9％となっています。 

 
  

選択肢 回答数 割合

ある 153 23.8%

ない 449 69.7%

無回答 42 6.5%

サンプル数 644 100.0%

ある

23.8%

ない

69.7%

無回答

6.5%

選択肢 回答数 割合

ある 31 22.5%

ない 102 73.9%

無回答 5 3.6%

サンプル数 138 100.0%

ある

22.5%

ない

73.9%

無回答

3.6%
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イ）受けた不当な扱い等の内容 

・障がい者調査 

「偏見を感じるような対応をされた」が 50.3％と最も高く、次いで、「困っているの

に手助けしてもらえなかった」の 31.4％、「コミュニケーションに対する配慮が足りな

かった」の 23.5％の順となっています。 

 
  ※複数回答可 

 

・障がい児調査 

「偏見を感じるような対応をされた」が 67.7％と最も高く、次いで、「サービスなど

の利用を拒否された、制限された」の 32.3％、「コミュニケーションに対する配慮が足

りなかった」の 25.8％の順となっています。 

 
  ※複数回答可 

 
  

選択肢 回答数 割合

サービスなどの利用を拒否された、制限
された

24 15.7%

困っているのに手助けしてもらえなかっ
た

48 31.4%

コミュニケーションに対する配慮が足り
なかった

36 23.5%

偏見を感じるような対応をされた 77 50.3%

その他 22 14.4%

無回答 8 5.2%

サンプル数 153 －

15.7%

31.4%

23.5%

50.3%

14.4%

5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

サービスなどの利用を拒否された、制限
された

10 32.3%

困っているのに手助けしてもらえなかっ
た

6 19.4%

コミュニケーションに対する配慮が足り
なかった

8 25.8%

偏見を感じるような対応をされた 21 67.7%

その他 5 16.1%

無回答 0 0.0%

サンプル数 31 －

32.3%

19.4%

25.8%

67.7%

16.1%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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ウ）小林市民の障がい者（児）への理解と認識の深化 

・障がい者調査 

「わからない」が 45.8％と最も高く、次いで、「以前よりは深まったがまだ不十分」

の 26.7％、「深まっていない」の 18.8％の順となっています。 

 

 

・障がい児調査 

「わからない」が 45.7％と最も高く、次いで、「以前よりは深まったがまだ不十分」

の 31.2％、「深まっていない」の 17.4％の順となっています。 

 
  

選択肢 回答数 割合

非常に深まっている 31 4.8%

以前よりは深まったがまだ不十分 172 26.7%

深まっていない 121 18.8%

わからない 295 45.8%

無回答 25 3.9%

サンプル数 644 100.0%

4.8%

26.7%

18.8%

45.8%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

非常に深まっている 5 3.6%

以前よりは深まったがまだ不十分 43 31.2%

深まっていない 24 17.4%

わからない 63 45.7%

無回答 3 2.2%

サンプル数 138 100.0%

3.6%

31.2%

17.4%

45.7%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑩ 防災 

ア）避難の可否 

障がい者調査では、「自力で避難できる」が 32.3％と最も高く、次いで、「家族や近

所の人の支援があるため、避難することができると思う」の 26.6％、「避難できるかわ

からない」の 15.5％の順となっています。 

 障がい児調査では、「家族や近所の人の支援があるため、避難することができると思

う」が 46.4％と最も高く、次いで、「避難できるかわからない」の 21.7％、「お子さま

一人で避難できる」の 15.2％の順となっています。 

 「避難することは難しい」「避難できるかわからない」と回答した割合は、障がい者調

査で 26.1％、障がい児調査で 35.5％に達しており、災害時において確実に避難するこ

とができる体制の確立が求められていると考えられます。 

・障がい者調査 

 

 

・障がい児調査 

  

選択肢 回答数 割合

自力で避難できる 208 32.3%

家族や近所の人の支援があるため、避難
することができると思う

171 26.6%

避難することは難しい 68 10.6%

避難できるかわからない 100 15.5%

そもそも避難しようとは思わない 35 5.4%

無回答 62 9.6%

サンプル数 644 100.0%

32.3%

26.6%

10.6%

15.5%

5.4%

9.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

お子さま一人で避難できる 21 15.2%

家族や近所の人の支援があるため、避難
することができると思う

64 46.4%

避難することは難しい 19 13.8%

避難できるかわからない 30 21.7%

そもそも避難させたいとは思わない 2 1.4%

無回答 2 1.4%

サンプル数 138 100.0%

15.2%

46.4%

13.8%

21.7%

1.4%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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イ）防災に関して不安に感じること 

・障がい者調査 

「冷暖房やトイレなど避難所の生活環境」が 34.3％と最も高く、次いで、「普段受け

ている医療を受けられる体制の確保（薬の入手などを含む）」の 27.3％、「食料や生活

用品の備え」の 26.6％の順となっています。 

 
  ※複数回答可 

  

選択肢 回答数 割合

避難場所に行くまでの道筋や方法 128 19.9%

冷暖房やトイレなど避難所の生活環境 221 34.3%

避難勧告や避難指示の正確な伝達 79 12.3%

食料や生活用品の備え 171 26.6%

自宅の耐震化などの備え 130 20.2%

自宅周辺への浸水 38 5.9%

緊急時の連絡手段の確保 70 10.9%

災害発生時の支援者の確保 63 9.8%

普段受けている医療を受けられる体制の
確保（薬の入手などを含む）

176 27.3%

入所（利用）している施設の避難方法 38 5.9%

避難時や避難場所・避難所での情報の取
得やコミュニケーション

67 10.4%

避難生活における周りの人の障がいへの
理解や配慮の提供

112 17.4%

その他 19 3.0%

特に不安に感じることはない 119 18.5%

無回答 79 12.3%

サンプル数 644 －

19.9%

34.3%

12.3%

26.6%

20.2%

5.9%

10.9%

9.8%

27.3%

5.9%

10.4%

17.4%

3.0%

18.5%

12.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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・障がい児調査 

「冷暖房やトイレなど避難所の生活環境」が 51.4％と最も高く、次いで、「食料や生

活用品の備え」の 50.7％、「緊急時の連絡手段の確保」「避難生活における周りの人の

障がいへの理解や配慮の提供」の 32.6％の順となっています。 

 
  ※複数回答可 

 

  

選択肢 回答数 割合

避難場所に行くまでの道筋や方法 41 29.7%

冷暖房やトイレなど避難所の生活環境 71 51.4%

避難勧告や避難指示の正確な伝達 33 23.9%

食料や生活用品の備え 70 50.7%

自宅の耐震化などの備え 26 18.8%

自宅周辺への浸水 9 6.5%

緊急時の連絡手段の確保 45 32.6%

災害発生時の支援者の確保 23 16.7%

普段受けている医療を受けられる体制の
確保（薬の入手などを含む）

25 18.1%

入所（利用）している施設の避難方法 7 5.1%

避難時や避難場所・避難所での情報の取
得やコミュニケーション

26 18.8%

避難生活における周りの人の障がいへの
理解や配慮の提供

45 32.6%

その他 4 2.9%

特に不安に感じることはない 13 9.4%

無回答 2 1.4%

サンプル数 138 －

29.7%

51.4%

23.9%

50.7%

18.8%

6.5%

32.6%

16.7%

18.1%

5.1%

18.8%

32.6%

2.9%

9.4%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%



42 

 

 

⑪ 障がい者にとって暮らしやすいまちづくり 

ア）小林市の暮らしやすさ 

・障がい者調査 

「どちらかというと暮らしやすい」が 49.8％と最も高く、次いで、「どちらかという

と暮らしにくい」の 22.5％、「暮らしにくい」の 8.5％の順となっており、「とても暮

らしやすい」「どちらかというと暮らしやすい」を合計した割合は 56.8％となっていま

す。 

 

 

・障がい児調査 

「どちらかというと暮らしやすい」が 44.9％と最も高く、次いで、「どちらかという

と暮らしにくい」の 42.8％、「暮らしにくい」の 5.8％の順となっており、「とても暮

らしやすい」「どちらかというと暮らしやすい」を合計した割合は 49.3％となっていま

す。 

 
  

選択肢 回答数 割合

とても暮らしやすい 45 7.0%

どちらかというと暮らしやすい 321 49.8%

どちらかというと暮らしにくい 145 22.5%

暮らしにくい 55 8.5%

無回答 78 12.1%

サンプル数 644 100.0%

7.0%

49.8%

22.5%

8.5%

12.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

とても暮らしやすい 6 4.3%

どちらかというと暮らしやすい 62 44.9%

どちらかというと暮らしにくい 59 42.8%

暮らしにくい 8 5.8%

無回答 3 2.2%

サンプル数 138 100.0%

4.3%

44.9%

42.8%

5.8%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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イ）今後必要な取組 

・障がい者調査 

「相談支援体制の充実」が 27.6％と最も高く、次いで、「各種手当の支給や生活資金

の貸付などの経済的支援の充実」の 24.4％、「行政からの情報提供の充実」の 22.7％

の順となっています。 

 
  ※複数回答可 

  

選択肢 回答数 割合

障がい児に対する早期療育の充実 91 14.1%

障がい児の個性を生かした保育・教育の
充実

114 17.7%

相談支援体制の充実 178 27.6%

行政からの情報提供の充実 146 22.7%

居宅介護や生活介護などの在宅サービス
の充実

90 14.0%

リハビリや訓練のための通所サービスの
充実

120 18.6%

生活の場としての福祉施設の充実 121 18.8%

能力に応じた職業訓練や職場定着支援な
どの就労支援の充実

102 15.8%

救急医療体制や医療費の助成など、保
健・医療サービスの充実

142 22.0%

各種手当の支給や生活資金の貸付などの
経済的支援の充実

157 24.4%

住宅改造に対する助成や障がい者等向け
住宅整備の充実

132 20.5%

道路や公共施設、交通機関などのバリア
フリー化の推進

103 16.0%

ガイドヘルパーなどの外出支援や手話通訳・要
約筆記などのコミュニケーション支援の充実

45 7.0%

障がいに対する理解を深めるための啓発
や相互交流の促進

109 16.9%

地域生活を支えるボランティアの育成 76 11.8%

防犯・防災・交通安全対策の充実 75 11.6%

スポーツ・文化活動への参加につながる
取組の充実

46 7.1%

その他 20 3.1%

特に必要だと思うことはない 74 11.5%

無回答 107 16.6%

サンプル数 644 －

14.1%

17.7%

27.6%

22.7%

14.0%

18.6%

18.8%

15.8%

22.0%

24.4%

20.5%

16.0%

7.0%

16.9%

11.8%

11.6%

7.1%

3.1%

11.5%

16.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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・障がい児調査 

「障がい児の個性を生かした保育・教育の充実」が 69.6％と最も高く、次いで、「障

がい児に対する早期療育の充実」の 60.1％、「相談支援体制の充実」の 56.5％の順と

なっています。 

 
  ※複数回答可 

 
  

選択肢 回答数 割合

障がい児に対する早期療育の充実 83 60.1%

障がい児の個性を生かした保育・教育の
充実

96 69.6%

相談支援体制の充実 78 56.5%

行政からの情報提供の充実 61 44.2%

居宅介護や生活介護などの在宅サービス
の充実

24 17.4%

リハビリや訓練のための通所サービスの
充実

35 25.4%

生活の場としての福祉施設の充実 45 32.6%

能力に応じた職業訓練や職場定着支援な
どの就労支援の充実

61 44.2%

救急医療体制や医療費の助成などの保
健・医療サービスの充実

55 39.9%

各種手当の支給や生活資金の貸付などの
経済的支援の充実

52 37.7%

住宅改造に対する助成や障がい者等向け
住宅整備の充実

27 19.6%

道路や公共施設、交通機関などのバリア
フリー化の推進

28 20.3%

ガイドヘルパーなどの外出支援や手話通訳・要
約筆記などのコミュニケーション支援の充実

17 12.3%

障がいに対する理解を深めるための啓発
や相互交流の促進

46 33.3%

地域生活を支えるボランティアの育成 26 18.8%

防犯・防災・交通安全対策の充実 25 18.1%

スポーツ・文化活動への参加につながる
取組の充実

19 13.8%

その他 7 5.1%

特に必要だと思うことはない 2 1.4%

無回答 3 2.2%

サンプル数 138 －

60.1%

69.6%

56.5%

44.2%

17.4%

25.4%

32.6%

44.2%

39.9%

37.7%

19.6%

20.3%

12.3%

33.3%

18.8%

18.1%

13.8%

5.1%

1.4%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（４）障がい福祉サービス等事業所アンケート調査結果（抜粋） 

① サービスの提供状況と利用動向 

ア）過去１年間に受け入れ（事業提供）できなかったことの有無 

「ある」と回答した割合は 21.6％となっています。 

 

 

イ）今後のニーズ量の見込み 

「増加すると見込んでいる」と回答した割合が 51.4％、「減少すると見込んでいる」

と回答した割合が 10.8％となっています。 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

ある 8 21.6%

ない 28 75.7%

無回答 1 2.7%

サンプル数 37 100.0%

ある

21.6%

ない

75.7%

無回答

2.7%

選択肢 回答数 割合

増加すると見込んでいる 19 51.4%

横ばいであると見込んでいる 10 27.0%

減少すると見込んでいる 4 10.8%

わからない 4 10.8%

無回答 0 0.0%

サンプル数 37 100.0%

51.4%

27.0%

10.8%

10.8%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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② 防災や障がい者虐待の防止策 

ア）災害対策として実施していること 

「防災訓練を定期的に実施している」が 81.1％と最も高く、次いで、「利用者家族と

の緊急連絡体制を確立している」「災害時の避難等に関する計画・マニュアル等を作成し

ている」の 70.3％の順となっています。 

 
  ※複数回答可  

選択肢 回答数 割合

防災訓練を定期的に実施している 30 81.1%

利用者家族との緊急連絡体制を確立して
いる

26 70.3%

災害時の避難等に関する計画・マニュア
ル等を作成している

26 70.3%

室内の安全対策を実施している 21 56.8%

非常用の水や食料、衛生用品等を備蓄し
ている

11 29.7%

災害時の事業継続に関する計画（ＢＣ
Ｐ）を作成している

10 27.0%

身の安全や避難手段を確保するための資
機材を確保している

7 18.9%

福祉避難所としての指定を受けている 6 16.2%

地域で開催される防災訓練に参加してい
る

0 0.0%

その他 1 2.7%

特に実施している取組はない 0 0.0%

無回答 0 0.0%

サンプル数 37 －

81.1%

70.3%

70.3%

56.8%

29.7%

27.0%

18.9%

16.2%

0.0%

2.7%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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イ）障害者虐待防止法に基づいた取組の実施状況 

「障がい者虐待や支援技術向上に関する研修の実施」が 91.9％と最も高く、次いで、

「利用者やその家族からの苦情を解決する相談体制の整備」の 89.2％、「虐待防止のた

めの委員会設置」の 86.5％の順となっています。 

 
  ※複数回答可  

選択肢 回答数 割合

障がい者虐待や支援技術向上に関する研
修の実施

34 91.9%

利用者やその家族からの苦情を解決する
相談体制の整備

33 89.2%

虐待防止のための委員会設置 32 86.5%

事故、ヒヤリ・ハット報告の活用による
不適切事案の早期発見、再発防止の実施

31 83.8%

運営規程に虐待防止のための責任者を明
記

28 75.7%

苦情があった場合の適切な解決及びサー
ビス向上に資する取組の実施

28 75.7%

マニュアルやチェックリスト等の整備・
活用

27 73.0%

個別支援計画に基づくサービス提供及びサー
ビス管理責任者による実施状況の把握

23 62.2%

地域の住民ボランティアや実習生の受入
れ等の実施

19 51.4%

第三者評価などサービス評価の導入 3 8.1%

その他 2 5.4%

特に実施している取組はない 0 0.0%

無回答 0 0.0%

サンプル数 37 －

91.9%

89.2%

86.5%

83.8%

75.7%

75.7%

73.0%

62.2%

51.4%

8.1%

5.4%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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③ 事業運営における課題と必要な支援 

ア）事業運営における経営上の課題 

「支援員の確保」が 73.0％と最も高く、次いで、「利用者の確保」の 51.4％、「職員

の資質向上」の 48.6％の順となっています。 

 
  ※複数回答可  

選択肢 回答数 割合

支援員の確保 27 73.0%

利用者の確保 19 51.4%

職員の資質向上 18 48.6%

サービス内容や質の向上 14 37.8%

報酬単価の低さ 12 32.4%

行政等の関係機関との連携 11 29.7%

事務作業量増大への対応 10 27.0%

施設・設備の改善 8 21.6%

事務職員の確保 6 16.2%

労働条件の改善 5 13.5%

住民、近隣住民の理解 4 10.8%

経営ノウハウの習得 2 5.4%

その他 1 2.7%

特に経営上の課題はない 0 0.0%

無回答 0 0.0%

サンプル数 37 －

73.0%

51.4%

48.6%

37.8%

32.4%

29.7%

27.0%

21.6%

16.2%

13.5%

10.8%

5.4%

2.7%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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イ）事業運営にあたって必要な行政等の支援 

「行政との情報共有」が 64.9％と最も高く、次いで、「財政面での支援」の 59.5％、

「事業運営に必要な情報提供」の 43.2％の順となっています。 

 
  ※複数回答可 

 

  

選択肢 回答数 割合

行政との情報共有 24 64.9%

財政面での支援 22 59.5%

事業運営に必要な情報提供 16 43.2%

職員の研修、職業訓練への支援 12 32.4%

障がい者福祉に対する住民理解を得るた
めの周知、啓発

9 24.3%

その他 2 5.4%

特に支援を必要としていない 1 2.7%

無回答 0 0.0%

サンプル数 37 －

64.9%

59.5%

43.2%

32.4%

24.3%

5.4%

2.7%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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５ ヒアリング調査結果からみた本市の状況 

（１）調査の目的 

障がい者の実情やニーズ等を踏まえた計画を策定することや、今後の障がい者福祉推進

に係る基礎資料とすることを目的に、障がい者団体等に対するヒアリング等調査を実施し

ました。 

 

（２）調査概要 

小林市内の障がい者団体等（４団体）を対象に令和６年 10月に行いました。 

 

（３）調査結果概要 

① 日常生活において感じている悩み・課題 

ア）市民等の障がいに対する理解状況及び理解促進について 

◆ 現状・課題として感じていること 

●（身体障がい者）アンケート調査結果では、不当な扱い等を受けた経験がある障が

い者の割合が約２割であるとのことだったが、実感として、約７割は経験があるよ

うに感じる。 

●（聴覚障がい者）実感として、市民の 6 割以上が障がいに対する理解がない印象を

持っている。 

●（精神障がい者）市民だけでなく、行政の障がいに対する知識・理解が不足してお

り、社会参加への障壁になっていると感じる。 

●（聴覚障がい者）医療機関の受診の際に、パソコンのモニターを用いて説明してく

れることもあり、昔と比べて、良くなった部分もあるが、障がいへの理解度で対応

に差があると感じる。 

◆ これまでに当事者として経験したこと 

●（身体障がい者）障がい特有の症状について、昔は奇異な目で見られ、たいへんつ

らく感じたが、今は昔と違い、「何かお手伝いしましょうか」と声をかけてくれる

ことが増えた。 

●（身体障がい者）福祉教育として、子どもたちとボッチャをする機会があるが、子

どもたちが感謝の言葉や手紙をくれたり、「車いすや不自由な人がいたら声をかけ

ます」と話をしてくれたりする。 

●（聴覚障がい者）見た目では障がいがあることが分からないため、無視していると

誤った形で受け取られ、性格の悪い人間であるように認識されることがある。 
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◆ 必要だと感じること 

●（共通）障害者差別解消法について、もう少し周知に取り組んでほしい。 

●（聴覚障がい者）見た目で判断できない障がいもあることについて、市民への周知・

啓発を図ることが必要だと思う。手話言語条例も含めて周知を図ってほしい。 

●（聴覚障がい者）一般市民や小中学生に手話を習う機会を増やしてほしい。（手話は

言葉であること、聴覚障がい者を理解してもらうことが大切だと思う。） 
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イ）将来に関する不安や心配事について 

◆ 現状・課題として感じていること 

●（共通）若い障がい者にとっては、直近では就労、将来的には結婚、出産、子育て

と人生を歩む中で、問題を抱えたときに相談できる場所が必要だと思うし、どのよ

うな支援が受けられるのかといったことも重要になってくると思う。 

●（共通）将来に関する問題として、高齢になっていく自分の生活がどうなるのだろ

うかという不安を感じる。 

●（共通）地域の助け合いの部分が機能するかどうか不安に感じる。 

●（精神障がい者）他の障がい者と比べて、支援面が十分でないと感じており、親亡

き後に公的機関が頼りになるのだろうかと不安になる。 

●（保護者）支援学校に入ってから、就労や高校卒業後の進路について、すごく話を

される機会が増えた。 

●（保護者）「親亡き後」を考えると、小林市には入所できる施設が足りないと感じ

る。 

◆ これまでに当事者として経験したこと 

●（共通）障がいのある子どもの金銭管理を親が行い、それを子どもが大きくなって

も続けてしまい、子どもがなかなか自立しないといったことがある。（親亡き後が

心配） 

●（保護者）家庭教育学級の行事を活用して、いろいろなところを見学したが、就労

できる事業所もそれなりにあるように感じている。 

◆ 必要だと感じること 

●（共通）何かあったときを考えると、隣近所とのつながりを確保しておく必要があ

る。 

●（共通）民生委員に対し、自分の考えをきちんと伝えておく必要がある。 

●（聴覚障がい者）相談窓口について、行きやすく、手話通訳者がいなくても相談で

きるような場所を整備してほしいと思うが、年代等問わず、包括的に対応できる相

談窓口だけでなく、生活面・就労面といった専門的な支援を受けられる窓口も必要

である。 

●（聴覚障がい者）コミュニケーションに不安を抱えていることから、認知機能に問

題が生じた場合に備え、早い段階で成年後見人を定めておく体制が必要である。 

●（保護者）自分が元気なうちに、子どもたちが安心して過ごせる場所が増えること

を希望したい。行政職員にも、理解を深めてほしいと思う。 

●（精神障がい者）親亡き後を考えると、グループホームの設置を強く希望したい。 

●（保護者）高校卒業後の選択肢が広がるよう、子どもたちそれぞれの特性や状況に

合わせた、グループホームのような高校卒業後の預け先が小林市内に増えてほしい。 

●（保護者）支援学校の生徒数が増える中、先を見越して、いろいろなタイプの施設

が増えていくことを希望したい。  
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ウ）緊急時における対応について 

◆ 現状・課題として感じていること 

●（保護者）緊急時に受け入れる病院がないことが、いつになったら解消されるのか

とても不安である。現状では安心した生活は送れない。 

◆ これまでに当事者として経験したこと 

●（聴覚障がい者）緊急通報システムが支援者につながることが確認できたケースが

あった。 

●（共通）新型コロナウイルスに感染した際に、病院の受け入れができなかったため、

自宅療養になってしまった。一部の福祉サービスの提供が受けられなくなってしま

い、自力でしなければならなくなった。（緊急時に支援をしてくれる事業所があるの

か不安である。） 

●（保護者）市内医療機関では受診ができず、市外（宮崎市や都城市等）の医療機関まで

行くことがある。 

◆ 必要だと感じること 

●（共通）隣近所に何かあったときは助けてほしいことを伝えておくことが必要だと

思う。 

●（共通）緊急連絡先を確保するとともに、消防等がそれを理解しているような仕組

みづくりが必要である。 

●（聴覚障がい者）消防とは、急病時等における手話通訳者との体制が構築できてい

るが、全ての聴覚障がい者について、同様の体制が必要だと思うし、警察等とも構

築できればよいと思う。また、そのような体制があることが、市民全体に浸透すれ

ばよいと思う。 

●（保護者）急病時に小林市内の病院が受け入れられる体制を整備してほしい。 
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エ）災害時における対応について 

◆ 現状・課題として感じていること 

●（聴覚障がい者）情報の入手が難しく、災害時等にスマートフォン等を自宅に置い

たまま、外に出た場合には状況が全く分からなくなってしまうという不安がある。 

●（共通）避難支援を受けるにしても、誰を頼ればよいかわからない。 

●（共通）健常者と同じ避難所に避難した場合において、同じ被災者に対し、障がい

者だから支援をしてほしいと申し出ることに抵抗を感じ、避難所での生活に不安を

感じる。 

●（身体障がい者）災害時に避難所で生活することは難しい。障がいに合わせた設備

が整った自宅が一番安全な場所だと考えるため、自宅によほどの影響がない限りは、

避難所で生活しようとは思わない。 

●（聴覚障がい者）災害時には手話通訳者等も被災者となるため、支援が受けられる

のか不安である。 

●（保護者）我が子は吸引が必要であり、バッテリーがない状況を考えると、避難す

ることは考えていない。仮に物品があったとしても、子どもが環境に対応できず、

親も落ち着くことができないと思う。 

●（保護者）福祉避難所への避難について、家族がバラバラで避難するようなことに

なれば、障がい児だけでなく、障がいのない子どもも落ち着かなくなるため、家族

全員を受け入れてもらえるのか気になる。 

◆ これまでに当事者として経験したこと 

●（保護者）避難警報が出た時においても、家族全員が同じ場所に避難できないので

はと考え、自宅に残るという判断をした。（家族全員で避難できる場所がほしい。） 

◆ 必要だと感じること 

●（共通）同じ被災者である一般の健常者に支援を求めることに抵抗を感じるため、

行政職員が障がい者に対し必要な対応が取れるような体制を構築しておくことが

必要だと感じる。 

●（共通）それぞれの障がいに対する対策を取れる避難所の確保を希望したい。 

●（共通）過去に地震があった際に平常心ではいられなかったことがあったため、災

害を想定した訓練が必要だと感じる。 

●（聴覚障がい者）避難所内での情報提供について、障がい者にも配慮した方法を考

えておく必要がある。 

●（共通）行政や福祉関係者も含めて、どの障がい者がどの避難所に避難し、誰が支

援をするのかということを定め、それを漏れなく実行できる体制が必要である。 

●（聴覚障がい者）災害が発生する前の時点で、聴覚障がい者全員一人ひとりと、手

話通訳者等の支援者、市役所・消防・警察とで、ネットワークを作ることができれ

ば、支援もスムーズにいくと感じる。  
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オ）バリアフリー対策や公共施設・商業施設の駐車スペースについて 

◆ 現状・課題として感じていること 

●（共通）以前よりバリアフリー化は進んだと感じる。 

●（身体障がい者）市役所の障がい者等用の駐車スペースの雨よけの屋根が、スロー

プやリフト部分をカバーしておらず、雨に濡れてしまう。 

●（身体障がい者）低床バスは、歩道の高さとバスのステップの位置が合わさって利

用できるものであり、歩道の高さが合っていないために、乗車できないバス停があ

る。 

◆ これまでに当事者として経験したこと 

●（共通）一般車両が障がい者等用の駐車スペースを利用していることがあり、利用

できなかったことが時々ある。（特に雨天時） 

◆ 必要だと感じること 

●（身体障がい者）屋根付きの駐車スペースを設ける際には、車いす用のスロープや

リフト部分をカバーできるよう配慮してほしい。 

●（身体障がい者）車いす対応のトイレであっても、バギータイプだとトイレ内で旋

回できないことがあったり、トイレの入口でつまづくことがあるため、十分な広さ

を確保してほしい。 

●（保護者）遠足や課外授業の際に市から貸出を受けるバスについて、車いすごと乗

れたり、リクライニングシートがいくつかあるタイプを導入してほしい。現在は、

保護者が現地まで送迎しているような状況にあり、本人だけでなく、周りの子ども

たちも寂しい思いをしていると思う。高齢者等の利用を考えても配慮が必要だと思

う。 
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② 福祉サービスの利用について 

ア）福祉サービスの利用について 

◆ 現状・課題として感じていること 

●（共通）福祉全体としては、この数十年間、充実してきたと感じる。 

●（共通）民生委員による見守りには感謝しているし、ヘルパーの介助についても、

その間にでかけたり、用事を済ませたりすることができるため、助かっている。 

●（聴覚障がい者）65 歳以上になると介護保険によるサービス利用に変わってくるが、

介護サービスで対応できるのかという問題も出ている。 

●（共通）短期入所を利用することがあるが、予約が多く、あまり利用できていない。

（１つの事業所が使えない場合に、代わりの事業所がない） 

●（保護者）放課後等デイサービスや短期入所が不足していると思う。 

●（保護者）ショートステイに送迎がなく困っている。送迎は親が行うが、送迎がで

きない場合には移動支援を利用している。しかし、移動支援も利用者が多く、利用

できない場合がある。 

●（共通）就労継続支援Ａ型はＢ型と比べて賃金が高いので、働きがいにつながると

思うが、事業所が 2 か所だけでは少ないと感じる。 

◆ これまでに当事者として経験したこと 

●（共通）障がい者の高齢化が進み、介護と障がいが重複する人が出てきている中、

どちらに相談に行けばよいのか分からず、相談しづらいと感じた。 

◆ 必要だと感じること 

●（共通）サービス事業者には、障がい者のための福祉サービスであるという認識を

持ってほしい。 

●（共通）就労継続支援について、少しでも賃金の高い事業所を選ぶ傾向があること

から、賃金を上げていく必要がある。 

●（保護者）短期入所や放課後等デイサービスの供給量を増やしてほしい。 

●（保護者）グループホームにおいて、片付けや入浴など基本的な生活の指導をもう

少し行ってほしい。 
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③ 行政による支援について 

ア）各種福祉用具の助成や生活支援の充実 

◆ 現状・課題として感じていること 

●（身体障がい者）移動支援があり、たいへん助かっているが、対象とならない人も

多くいる。一般の高齢者ですら、運転免許を返納すると移動手段がなく困っている

人がたくさんおり、障がい者はなおさらといった状況である。 

●（保護者）移動支援等を利用するにあたって、利用できないケースがある。 

●（聴覚障がい者）手話奉仕員養成事業が行われているが、手話奉仕員が非常に少な

く、今後どのように増やしていくかが課題だと思う。 

●（聴覚障がい者）会議に出席しても誰が発言しているか分からないため、内容をほ

とんど理解できない。また、手話を知らない人も多いため、コミュニケーションが

筆談中心となっている。そのため、健常者とのコミュニケーションに関する格差が

非常に大きいと感じている。 

●（精神障がい者）医療費に対する助成が受けられず困っている。（県や他市町村が取

り組んでいない、予算がないといったことが理由と聞くが、他県では取組が行われて

おり、不満に感じる。） 

◆ これまでに当事者として経験したこと 

●（聴覚障がい者）福祉用具の助成に自己負担があるといった制度・事業に関する情

報を知らないことがあった。 
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◆ 必要だと感じること 

●（聴覚障がい者）筆談では想いが十分伝わらず、人によって受け取り方が異なるた

め、手話通訳の必要性を感じる。 

●（聴覚障がい者）生まれつき聴覚障がいのある人など、文字を学習する前に障がい

を抱えた人にとって、筆談によるコミュニケーションが難しいといったこともあり、

一人ひとりの障がいの特性を踏まえたコミュニケーション方法（筆談・手話等）に

ついて、本人も周りも理解したうえで支援ができることが望ましいと感じる。 

●（聴覚障がい者）日常生活や家族とのコミュニケーションの保障、関係機関とのつ

ながりの保障といった点で手話活動は重要である。大人より覚えが早い、子どもの

学習機会を増やしてほしい。 

●（聴覚障がい者）コミュニケーション支援ができる体制づくりが重要であり、支援

者の高齢化が進む中、手話通訳者を増やし、安心して手話通訳者を派遣できる体制

づくりが急務である。 

●（聴覚障がい者）手話講座を軽い気持ちで受講する人も多いため、そのような受講

者を奉仕という方向性に考えを変えていくことが重要である。 

●（聴覚障がい者）手話に係る指導者について、聴覚障がい者による指導では限界が

あるため、健常者に協力をもらっている状況があることから、指導者の育成、教育

力の向上が必要である。 

●（聴覚障がい者）子育て等の障がい福祉以外の分野の内容を含む、福祉サービスの

情報が聴覚障がい者に伝わる仕組みを整備してほしい。 

●（共通）体育館の使用料を無償化してもらいたい。 

●（共通）施設によっては、土足厳禁で使用前にシートを敷かなければならない施設

があったりする（車いすがバランスを崩したり、シートに引っかかって転倒のリス

クがある）ため、古い場所でも構わないので、障がい者が利用できる場所の確保を

お願いしたい。 

●（保護者）移動支援について、緊急時など、利用したいときに利用できるサービス

になってほしい。 
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イ）その他 

◆ 現状・課題として感じていること 

●（共通）誰に相談していいのかわからず不安で、我が子を心配している中、病院を

受診しようとすると「半年後の受診になる。」と断わられるような状況がある。 

◆ 必要だと感じること 

●（共通）障がいに関する専門医を確保してほしい。 

●（共通）「西諸・小林 障がい者は一つ」と考え、小林市が障がい者と共に生きるま

ちとして生まれ変わってほしい。 

●（共通）年に数回、障がい者の家族会や市との交流会を開催してほしい。 

 

④ その他 

◆ 現状・課題として感じていること 

●（共通）障がい者施設と障がい者団体で方向性が違うと感じることがある。 

●（共通）団体内の高齢化が進む中で、行動に移せないことが増えてきている。 

●（共通）障がい者スポーツへの若い人の参加が少ない。 

◆ 必要だと感じること 

●（共通）団体内の高齢化が進んでおり、後継者の育成・確保が必要である。 

●（共通）人間関係の希薄化が進む中、さまざまな目的で集って話し合う機会が必要

だと思う。 
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第３章 第４期計画の実施状況 
 

 

１ 施策の実施状況 

【１ 啓発・広報】 

施策名 実施状況 担当課 

（１）啓発・広報活動の充実 

 
①啓発・広報の推

進 

小林市障害者福祉連絡協議会や小林市障がい者自立支

援協議会等の関係団体、機関等と情報共有を図りまし

た。また、各種制度等について、市のホームページや広

報紙、窓口での「しょうがいしゃのしおり」配付により

情報提供を行いました。障害者週間においては、市役所

交流スペースにおいてポスター掲示等による啓発を行

いました。 

福祉課 

 
②意識啓発活動の

充実 

福祉しょっぷを市役所市民交流スペースにて隔月ごと

に６回開催し、障がい者と市民との交流の場を設ける

ことができました。手話教室を小・中学校のこすもす科

の授業において実施し、手話の普及啓発を図りました。 

福祉課 

 

③人権啓発の推進 

人権啓発講演会及び映画祭を開催し人権意識の高揚に

努めましたが、コロナ禍の活動制限があり中止した講

演会もありました。複数の小学校で人権教室を開催し、

ボッチャ体験を通して、障がい者の人権について、学び

を深める取組を行いました。 

市民課 

 

６月と 12月に市内小中学校の社会科担当者及び人権教

育担当者への研修会を実施しました。県人権同和教育

課の指導主事の講話や、市内中学校教諭による社会科

「国の政治と仕組み」の授業を実施し、協議を行うとと

もに、県教育委員会からの指導・助言を受けることで、

人権問題の理解を深めることができました。 

学校教育課 

 

④発達障がいへの

理解の促進 

障がい者自立支援協議会こども部会に参加し、意見交

換や情報共有を行い、発達障がいへの理解の促進を図

りました。また、窓口で児童通所支援の利用について案

内を行いました。 

福祉課 

 

こども課で実施する公認心理師や言語聴覚士が対応す

る相談のチラシを作成し、乳幼児健診等で療育が必要

と思われる児童の保護者に配布・情報提供を行い、相談

を受けることを勧奨しました。 

こども課 
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施策名 実施状況 担当課 

 

⑤精神保健福祉に

関する知識の普

及・啓発 

西諸精神障がい者協議会に参加し、関係機関との意見

交換、情報共有を行いました。また、精神障害者保健福

祉手帳や自立支援医療費（精神通院医療）の手続きにつ

いてホームページへ掲載し周知を行いました。 

福祉課 

 

精神障がい者の理解と地域との交流を目的として行わ

れていた「こすもす祭」は、新型コロナウイルス感染症

拡大防止の観点から休止していましたが、令和６年度

より再開しました。また、精神障がい者家族会が開催す

る講演会・交流会を通じて、精神障がい者への理解の啓

発を行いました。 

健康推進課 

（２）福祉教育等の推進 

 
①学校における福

祉教育の推進 

各学校で総合的な学習の時間、こすもす科、学校行事と

絡めて実施している福祉課等と連携した車いす体験、

手話学習等を実施しており、障がい者に対する理解が

深まったと考えられます。 

学校教育課 

 ②交流教育の推進 

幼保小連携会議を年２回（５月・２月）、幼保小連携会

議研修会を年 1 回（11 月）、それぞれ開催しました。

県幼児教育センタースーパーバイザーとこども政策課

の担当主査を招き、幼保小連携及び接続に関する講話

を実施しました。 

学校教育課 

 ③人権教育の推進 

「西諸みんなで人権を考える取組」について、各学校で

参観日の道徳の授業実施など、計画的に実践されてお

り、実践事例の報告も実施できています。保護者にもコ

メントを書いてもらい、児童生徒だけでなく、家庭も巻

き込んで人権教育の推進を図っています。 

学校教育課 

 
④地域における福

祉教育の推進 

人権教育に係る講座については、しあわせ学園と生き

がい学級９学級の全ての学級で実施しましたが、家庭

教育学級については 17 学級中 10 学級の実施となりま

した。宮崎県人権啓発センターの出前講座を依頼した

り、地域の人材を講師として活用したりしながら講座

を実施しています。 

社会教育課 
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【２ 差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止】 

施策名 実施状況 担当課 

（１）権利擁護の推進、虐待の防止 

 ①権利擁護の推進 

成年後見センターこばやしにおいて、障がい者の意思

能力や生活状況に応じて成年後見制度を活用し、財産

管理や身上監護を中心とする権利擁護サービスを提供

しました。また、地域への出前講座等で周知説明を行い

ました。 

福祉課 

 

②虐待防止に向け

た取組の充実 

福祉課内に障がい者虐待防止センターを設置し、相談

への対応を行いました。また、適切に対応できる体制づ

くりのため、県主催の虐待防止研修会に参加しました。 

福祉課 

 

小林市要保護児童対策地域協議会を中心に関係機関と

の連携に努め、適宜ケース会議を実施しながら、リスク

の把握や支援方策を協議しました。 

こども課 

（２）障がいを理由とする差別の解消の推進 

 
①障害者差別解消

法の周知 

障害者差別解消法について、市ホームページや窓口で

のチラシ配布を行い、周知を行いました。 
福祉課 

 
②差別に関する連

携体制の充実 

障がい者の相談に対応するため、基幹相談支援センタ

ーを中心に各相談支援事業所と連携、情報共有を図り

ました。 

福祉課 

 

【３ 教育・育成】 

施策名 実施状況 担当課 

（１）障がい児支援・育成施策の充実 

 
①保育士等への研

修の実施 

障がい者自立支援協議会こども部会において、意見交

換を行うなど、体制の強化を図りました。 
福祉課 

 
県実施の研修等の情報提供、保育所等からの園児に関

する相談等への対応により、保育の充実を図りました。 
こども課 

 

②発達障がい児へ

の支援 

障がい者自立支援協議会こども部会に参加し、圏域内

の児童発達支援事業所や母子保健担当課と情報交換・

共有することで関係機関との連携を図りました。 

福祉課 

 

障がい児保育事業補助金事業を通じて、保育園等から

調書の提出及び職員の現地調査を行い、障がい児の早

期発見、保育園等と連携した早期支援につなげること

ができました。 

こども課 
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施策名 実施状況 担当課 

 

③多様な教育・保

育サービスの充

実 

障がいを有する児童及び特別な配慮を要する児童を受

け入れている保育所等に対し、保育士等の配置に対す

る補助を行いました。 

こども課 

 

④相談支援体制の

充実 

家庭児童相談員が幅広い相談支援に努めるとともに、

都城児童相談所による療育手帳更新に係る定期巡回相

談の受付を行いました。 

こども課 

 

小学校就学前の子どもの保護者を対象とした就学相談

会を開催し、保護者の小学校入学への不安の解消を図

りました。また、関連機関とも連携し、個別の学校見学

等を実施することで、入学後の学校生活がスムーズに

なるよう体制づくりに努めました。 

学校教育課 

 

⑤保護者への子育

て支援 

市内３か所に設置している子育て支援センターで、親

子に対して遊びの場の提供や子育て相談を行いまし

た。また、ファミリー・サポート・センターにおいて、

突発的または短時間の子どもの預かりを行いました。 

こども課 

 

児童通所支援の放課後等デイサービスや福祉サービス

の日中一時支援、短期入所の利用により、障がいのある

子どもの活動の場を確保することで、家族の負担軽減

を図りました。 

福祉課 

 
⑥保育所等訪問支

援 

児童通所支援の保育所等訪問支援により、集団生活の

適応のための支援を行いました。 
福祉課 

（２）学校教育の充実 

 
①個別支援体制の

推進 

各学校の実態に合わせて特別支援教育支援員を配置す

ることで、特別な支援を要する児童生徒の特性に応じ

た支援ができるよう努めました。 

学校教育課 

 
②特別支援教育の

充実 

チーフコーディネーターやエリアコーディネーター、

エリアメンターと連携を図りながら、こまめな情報交

換に努めるだけでなく、関係機関とも連携して情報収

集に努めました。 

学校教育課 

 
③教育上の相互理

解 

小林こすもす支援学校が併設されている東方小・中学

校においては、交流会や交流給食、合同運動会、避難訓

練等の学校行事を通して、積極的に理解を深める活動

に取り組んでいます。 

学校教育課 

 
④学校施設、設備

の改善 

児童生徒の状況に合わせて、随時、バリアフリー化を行

っています。また、トイレの洋式化についても、ユニバ

ーサルデザインを考慮しながら年次的に整備を行って

います。 

学校教育課 
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施策名 実施状況 担当課 

 
⑤教員の専門性の

向上 

幼保小連絡協議会や市校長会、教頭会等において、市で

取り組んでいる絆ファイルをもとに、幼児児童理解と

学校での合理的配慮、校内共通理解を図るよう周知し

ています。また、夏季休業期間に実施する就学相談会を

案内し、インクルーシブ教育推進体制構築を図ってい

ます。 

学校教育課 

 
⑥放課後等の居場

所づくり 

就学児に対する放課後等デイサービスについて、相談

支援事業所を通じたサービス利用計画に基づきサービ

スの提供を行いました。 

福祉課 

（３）切れ目ない支援体制の整備 

 

①小学校就学前か

ら卒業後までの

一貫した支援シ

ステムの構築 

就学相談会や福祉関係機関や教育関係機関が集まる会

議において、教育支援ファイル「絆」の周知に努めまし

た。教育支援ファイルを活用することで、就学前から卒

業に至るまで切れ目のない支援体制促進につながると

考えています。 

学校教育課 

 
②児童発達支援事

業の充実 

未就学児に対する児童発達支援について、相談支援事

業所を通じたサービス利用計画に基づきサービスの提

供を行いました。 

福祉課 

 

【４ 雇用・就労、経済的自立の支援】 

施策名 実施状況 担当課 

（１）一般就労支援施策の充実 

 
①企業等における

理解の促進 

法定雇用率の変更に伴い、広報紙への掲載により周知

を図りました。 
福祉課 

 
② 均 等 な 雇 用 機

会、待遇の確保 

障害者雇用連絡会議やハローワーク等の関係機関と連

携し、障がいのある人の雇用促進に向け、情報共有や就

職説明会の開催に向けた連携を図りました。 

福祉課 

 
市職員（会計年度任用職員を含む）採用試験について、

障がい者を対象とした試験区分を設け実施しました。 
総務課 

 
③障がい者就労支

援事業の活用 

相談支援事業所と連携し、就労に向けた福祉サービス

の提供を行いました。また、ハローワークと連携し、障

がい者ふれあい就職説明会を開催しました。 

福祉課 

 
④一般就労への移

行 

障がいのある人の就労支援（相談支援体制及び雇用の

確保等）について、各種協議会を設置し、ハローワーク

や障害者就業・生活支援センター等の関係機関と連携

しながら実施しました。 

福祉課 
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施策名 実施状況 担当課 

（２）一般就労が困難な障がい者への就労支援 

 
①福祉的就労の支

援 

福祉しょっぷを隔月ごとに６回開催しました。また、福

祉バザーや福祉推進大会への出店も行い、障がい者に

対する理解の普及を図りました。 

福祉課 

 
②物品・役務の調

達の推進 

「小林市における障がい者就労施設等からの物品等の

調達方針」も踏まえ、障がい者就労施設からの物品等の

調達を行いました。 

福祉課 

（３）経済的自立の支援 

 ①医療費の助成 

重度障がい者への医療費助成や自立支援医療費（育成、

更生、精神通院）について、対象者には窓口での説明を

行うとともに、ホームページを活用した周知も行いま

した。 

福祉課 

 

②障がいのある子

どもへの就学奨

励 

保護者からの申請に基づき援助対象者を認定し、負担

能力に応じた援助を実施することで、経済的負担の軽

減を図りました。 

学校教育課 

 
③各種手当等の支

給 

市のホームページ上に、各種手当制度等の内容に関す

る広報・周知を行いました。また、窓口での手続き時に

手当制度の説明を行いました。 

福祉課 

 

【５ 生活支援】 

施策名 実施状況 担当課 

（１）意思決定支援の推進 

 
①意思決定のため

の支援 

基幹相談支援センターや相談支援事業所と連携を図

り、本人の意思決定のための支援を行いました。 
福祉課 

 
②意思決定支援体

制の促進 

障がい者自立支援協議会相談支援部会において、事例

検討会を行い、自己決定や意思決定が困難な障がい者

を支援するための検討を行いました。 

福祉課 

（２）相談支援体制の充実 

 ①相談体制の充実 

障がい者自立支援協議会相談支援部会への参加等によ

り連携を図りました。また、令和３年 10 月より基幹相

談支援センターを開設し、いつでも相談を受けられる

体制の充実を図りました。 

福祉課 

 

②身近な相談員に

よる相談体制の

充実 

民生委員・児童委員の会議や研修会に参加し、連携を図

りました。また、個別の相談に対し、基幹相談支援セン

ターを中心に対応しました。 

福祉課 

  



66 

 

 

 

施策名 実施状況 担当課 

（３）福祉サービスの充実 

 
①訪問系サービス

の充実 

在宅での生活を支援するため、相談支援事業所と連携

し、訪問系サービスでの支援の提供を行いました。 
福祉課 

 
②日中活動系サー

ビスの充実 

障がい者の自立や社会参加の促進を図るため、日中活

動系サービスでの支援の提供を行いました。 
福祉課 

 
③居住系サービス

の充実 

障がい者が安心して生活できるよう、居住系サービス

での支援の提供を行いました。 
福祉課 

 
④地域生活支援事

業の推進 

在宅の日常生活を支援するための日常生活用具給付や

外出時の移動支援の提供を行いました。 
福祉課 

 
⑤家族介護者への

支援 

障がい者を介護している家族の負担軽減や緊急時の受

入れの短期入所や日中一時支援の周知を図り、サービ

ス利用計画に基づき支給決定を行いました。 

福祉課 

 
⑥福祉サービスの

質の向上 

障がい者自立支援協議会において、事業者間や行政と

の連携を図り、研修会の開催により人材育成を行いま

した。また、基幹相談支援センターにおいて、相談支援

事業所への専門的指導や助言による人材育成に努めま

した。 

福祉課 

（４）社会参加の促進 

 ①地域交流の促進 

宮崎県障がい者スポーツ大会について、事業所や団体

への参加呼びかけ、広報による市民への参加呼びかけ

を行いました。 

福祉課 

 
②地域行事への参

加促進 

福祉しょっぷについて、イベント内容の周知を図り、参

加の促進を図りました。また、障がい者スポーツ教室を

開催し、参加者の交流を図りました。 

福祉課 
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施策名 実施状況 担当課 

（５）スポーツ・文化活動への参加促進 

 

①スポーツ活動の

参加機会の充実 

宮崎県障がい者スポーツ大会への参加を支援するた

め、職員が同行しました。また、宮崎県障がい者スポー

ツ協会の協力の下、市内においてスポーツ教室を開催

しました。 

福祉課 

 

障がい者スポーツ大会の開催には至っていませんが、

こばやし霧島連山絶景マラソン大会において、障がい

者部門を設け、障がい者の参加促進に積極的に取り組

みました。また、ガッツイ運動教室にも障がい者施設か

らの参加も受け入れ、一緒に運動する機会を提供しま

した。 

スポーツ 

振興課 

 

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、当事

者会単独でスポーツ活動に取り組んでいましたが、そ

の後、当事者会への参加希望がなくなったため、令和４

年度から当事者会の活動を一時休止しています。 

健康推進課 

 

②文化活動の参加

機会の充実 

精神障がい者のこすもす祭への参加協力、障がい者の

積極的な余暇活動につなげるための公共施設の利用申

請に対する減免手続き等を行いました。 

福祉課 

 

人権教育に係る講座については、しあわせ学園と生き

がい学級９学級の全ての学級で実施しましたが、家庭

教育学級については 17 学級中 10 学級の実施となりま

した。宮崎県人権啓発センターの出前講座を依頼した

り、地域の人材を講師として活用したりしながら講座

を実施しています。 

社会教育課 

（６）人材の育成、ボランティア活動の推進 

 
①ホームヘルパー

等の確保 

福祉人材の確保のため、令和５年度に福祉人材確保支

援金制度を創設しました。 
福祉課 

 

②ボランティア活

動への参加の促

進 

生活支援ボランティアについては、７団体で発足して

おり、12 地区の生活支援ニーズに対応できる体制が構

築されています。令和５年度においては、意見交換会や

草刈りの刈払機講習会を開催しました。また、ボランテ

ィアセンターから、各中学校、高校、専門学校にボラン

ティアセンターへの登録を呼びかけるチラシを配布

し、ボランティア人材の発掘と活動しやすい環境づく

りに努めました。養成や機能強化、活動促進のため、社

会福祉協議会が地域の特性にあった活動を積極的に提

案・連携しながら、団体発足や円滑な活動推進に尽力し

ています。また、災害時のボランティアとは協定締結

し、有事に備えた連携強化に努めています。 

福祉課 
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施策名 実施状況 担当課 

 

③ボランティアに

関する情報提供

の充実 

生活支援コーディネーターだよりや社協だより、市の

広報等を通して、活動や支援、講座等の情報提供や紹介

を行っています。 

福祉課 

 

【６ 保健・医療】 

施策名 実施状況 担当課 

（１）障がいの原因となる疾病等の予防 

 
①小学校就学前に

おける支援体制

の充実 

乳幼児健診の受診率向上に努めるとともに、療育が必

要と思われる児童に対し、医療機関受診やこども課で

実施する公認心理師や言語聴覚士が対応する相談を受

けることを勧奨しました。また、保育施設等と連携し、

切れ目のない支援を行うよう努めました。 

こども課 

 

乳幼児健診において療育が必要と思われた児童を児童

発達支援事業所につなぐため、相談支援事業所と連携

し、サービス利用計画に基づく支給決定を行いました。 

福祉課 

 
②各種検（健）診等

の実施 

疾病の早期発見・早期治療につなげるため、国保特定健

診、長寿健康診査、各種がん検診対象者全員へ通知し、

受診勧奨を行いました。また、国保特定健診受診者で、

基準値以上の判定がなされた人へ、医療機関の受診勧

奨や保健指導を行い、障がいの原因となる疾患予防（重

症化予防）に努めました。 

健康推進課 

 

③精神保健対策の

充実 

こころの健康セミナー等の健康教育を通じて、市民一

人一人が自身のこころの健康の維持・増進を図ること

ができるよう努めました。また、必要に応じて適切な相

談機関・窓口へのつなぎを行うとともに、相談者本人の

意思を尊重しつつ、相談機関・窓口間の連携や情報共有

に取り組みました。 

健康推進課 

 

窓口での精神保健福祉手帳や自立支援（精神通院）の手

続きの際に、困りごとがあれば話を聞き、必要に応じて

関係機関へつなぎました。 

福祉課 
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施策名 実施状況 担当課 

（２）医療体制の充実 

 
①地域医療体制の

充実 

市内の精神病床を有する病院数は精神科２機関であ

り、発達障がいについては、小児科１機関、精神科１機

関で診療等が行われました。また、小林看護医療専門学

校に対する支援や看護学生への奨学金の貸与・返還の

一部補助を行い、地域医療を担う人材の育成・確保に努

めました。その他、地域医療に係る市民団体への支援や

協働による活動を行いました。 

健康推進課 

 
②救急医療体制の

充実 

県が整備・運営する病院群輪番制による 24 時間体制の

精神科救急医療体制において、市内の精神科１機関で

実施されました。また、西諸医師会の協力の下、日曜祝

日在宅当番医制ならびに時間外急病診療体制を維持す

ることができ、日曜・祝日においては小児科の急病患者

の診療体制を充実させることができました。その他、宮

崎県救急医療行政連絡協議会との連携によるドクター

ヘリの運用の継続及び宮崎大学医学部に寄附講座を開

設し、災害・救急医療体制を強化できました。 

健康推進課 

 
③歯科治療に関す

る情報提供 

障がい者が安心して歯の治療を受けられるよう、障が

い者歯科診療に携わる歯科医等の情報を県歯科医師会

より入手しているものの、実際に必要な人への情報提

供にまで至っていない状況にあります。 

健康推進課 

（３）福祉・保健・介護・医療の連携 

 
①関係機関等との

連携強化 

障がい者自立支援協議会において、行政機関や施設、病

院、関係機関との連携を図りました。 
福祉課 

 
②計画相談の質の

向上 

障がい者自立支援協議会相談支援部会での事例検討や

基幹相談支援センターによる指導・助言により、計画相

談の質の向上を図りました。 

福祉課 

 
③医療的ニーズへ

の対応 

医療的ケア児支援のための協議の場を令和４年度より

設置し、関係機関で必要な情報の把握と共有を行いま

した。 

福祉課 

 

【７ 生活環境】 

施策名 実施状況 担当課 

（１）住宅の確保・住

環境の改善 

障がい者が居住する住宅について、手すりの取り付け

や段差の解消等に要する費用の助成を行いました。ま

た、グループホーム開設の相談に対し、補助事業の活用

に関する情報提供を行いました。 

福祉課 
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施策名 実施状況 担当課 

（２）公園、道路等の

バリアフリー

化の推進 

障がい者等がスムーズな歩行ができるよう、バリアフ

リー整備事業において、路面・歩道の段差解消及び側溝

有蓋化を行い、障がい者の歩行安全・転落防止等の快適

な生活環境整備を図りました。また、公園施設長寿命化

計画に基づき、施設の維持管理や修繕を行い、公園の安

全管理に努め、障がい者等にやさしいバリアフリーの

環境の維持を図りました。 

建設課 

（３）公共交通機関

のバリアフリ

ー化の推進 

現在、市コミュニティバス４台、宮崎交通路線バス 23

台のうち、車いすに対応できる車両（ノンステップバ

ス）は８台のみとなっています。コミュニティバス車両

については、車いす対応車両ではありませんが、車いす

での利用の相談があった場合には、指定管理者である

宮崎交通のノンステップバスにより対応することが可

能となっています。 

企画政策課 

（４）公共施設のバ

リアフリー化

の推進 

公共施設整備時においては、宮崎県制定の「人にやさし

い福祉のまちづくり条例」等に基づき、計画設計段階か

らバリアフリー化に努めています。 

管財課 

 

【８ 情報・コミュニケーション】 

施策名 実施状況 担当課 

（１）情報提供体制の充実、行政情報のバリアフリー化 

 
①情報提供体制の

充実 

「しょうがいしゃのしおり」や広報紙、市ホームページ

を活用し、障がい者やその家族等に対し、わかりやすい

情報提供ができる体制の充実に努めました。 

福祉課 

 
②行政情報のバリ

アフリー化 

視覚障がい者に対する取組として、「小林朗読友の会」

の協力の下、毎月の広報・おしらせや議会だより等の行

政情報に関して朗読ＣＤを作成しています。 

福祉課 

（２）意思疎通支援の充実 

 

①手話通訳者・要

約筆記者等の確

保 

手話奉仕員養成講座を小林地区と野尻地区で実施して

います。また、要約筆記についても、養成講座を実施し

ています。 

福祉課 

 

②小林市手話言語

条例に基づく取

組の推進 

令和２年度より小・中学校のこすもす科の授業のカリ

キュラムに手話が盛り込まれ、小学３年生、小学５年

生、中学３年生を対象に手話教室を実施しました。 

福祉課 

 

③障がい者に関す

るマーク等の周

知 

福祉課においてヘルプマークの交付を行っており、障

がい福祉に関する手続き等で来庁する人への案内を行

っています。 

福祉課 
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【９ 防災・防犯等】 

施策名 実施状況 担当課 

（１）防災対策の推進 

 

①防災情報の提供

体制の整備 

防災行政無線の運用を令和２年６月から開始し、希望

する聴覚障がい者等に文字表示付き防災ラジオを貸与

しています。 

危機管理課 

 

市内社会福祉施設と連携を図り、二次的な避難所とし

て福祉避難所の整備を進めているところであり、災害

時要支援者のうち、障がいのある人の特性に応じた支

援体制の構築に努めています。 

福祉課 

 

②避難行動要支援

体制の充実 

避難行動要支援者の家族、関係機関、自主防災組織と連

携し、要支援者個別の発災時における避難経路や避難

方法等について情報共有を図っています。 

危機管理課 

 

関係各課及び社会福祉協議会と連携を図りながら、災

害時避難行動要支援者システムを活用して台帳を作成

し、民生委員・児童委員等による見守りにも活用してい

ます。 

福祉課 

 

③災害時における

医療機関との連

携 

小林市や保健所、消防署、警察署等の関係機関が実施す

る防災訓練等に相互に参加し、相互の連携強化を図っ

ています。 

危機管理課 

 

④障がい者に配慮

した避難所の整

備 

指定避難所になっている公共施設の建て替え時等にお

いて、トイレや必要備品等の整備を推進しています。 
危機管理課 

 

福祉避難所の確保について、あらゆる障がい者の特性

に応じた配慮や機能を備えた施設、事業所との連携が

図られるよう、社会福祉法人にとどまらない設置、連携

のアプローチを展開しているところですが、ニーズの

把握や必要数の確保については、十分とはいえない状

況となっています。 

福祉課 

 
⑤地域防災訓練の

強化 

各自主防災組織が実施する避難誘導訓練や初期消火訓

練、応急手当訓練、炊き出し訓練等の防災訓練に、全て

の住民が参加するよう働きかけを行っています。 

危機管理課 

（２）防犯対策の推進 

 
①防犯対策の啓発、

防犯活動 

警察署・小中学校等の関係機関、小林市防犯協会等の防

犯団体との情報共有・連携強化を図っています。 
危機管理課 

 ②防災対策の啓発 

自主防災組織が実施する防災訓練等に職員が出向き、

防災講話の実施や機材の使用方法等の訓練を行うこと

により、平常時からの自助・共助の重要性について周知

を図っています。 

危機管理課 
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施策名 実施状況 担当課 

 
③消費者トラブル

の防止と支援 

消費生活相談員２名のうち１名が不在となった期間も

ありましたが、相談窓口を開設できました。相談内容に

ついては、通信販売による化粧品や健康食品の購入に

関する相談が多くなっているものの、世代を問わず副

業に関する相談が増加しています。 

市民課 

 

【10 行政サービス等における配慮】 

施策名 実施状況 担当課 

（１）障がい及び障がい者への理解の促進 

 
①必要かつ合理的

な配慮の実施 

障害者差別解消法の施行に伴い、市ホームページや窓

口でのチラシ配布で周知を行いました。 
庁内各課 

 ②職員への啓発 

障害者週間にポスター掲示やチラシを配付して周知を

図りました。また、聴覚障がいに対する理解を深めるた

め、職員用パソコン回覧板において手話講座への参加

募集を行いました。 

福祉課 

（２）選挙における配慮 

 ①情報提供の推進 

直近の国政・県政選挙においては、知的障がい者への選

挙解説ＤＶＤの作成や、付添人・家族を対象に投票方法

を解説したパンフレットの作成等の取組が行われてい

ます。一方、市政選挙においては、候補者の情報が視覚

や音声から直接伝わる機会が多く、候補者に委ねられ

ている状況にあります。 

選挙管理 

委員会 

 ②投票環境の整備 

各庁舎に開設する期日前投票所については、バリアフ

リー化が図られた環境となっています。投票日におけ

る各投票所においては、車いすの配置や一部の投票所

でのスロープの設置を行っています。投票時の代理投

票の適正な対応や点字投票者への不快のない対応等に

ついては実施できているものと考えています。 

選挙管理 

委員会 

 ③投票機会の確保 

指定施設での各種不在者投票数は、横ばいで推移して

おり、それぞれの不在者投票管理者からは、有権者の投

票意志の確認に十分に努めているとの報告を受けてい

ます。投票時の代理投票の適正な対応や点字投票者へ

の不快のない対応等については実施できているものと

考えています。 

選挙管理 

委員会 
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２ アンケート調査結果からみた第４期計画期間の評価 

令和元年度に実施した前回調査との比較により、経年評価を行いました。 

 評価にあたっては、有意差検定を用い、片側Ｐ値＜0.05 を「有意差（変化）あり」と

判定しました。 

 

（１）日常生活を支える主な家族の健康状態 

項目 前回 今回 評価 

【障がい者調査】 

家族による支援（介助）を受けている障がい者のう

ち、主な支援者（介助者）の健康状態が「健康」もし

くは「まあまあ健康」である障がい者の割合 

78.0％ 86.9％ 改善 

 

（２）暮らしの現状と希望 

項目 前回 今回 評価 

【障がい者調査】 

経済的に「苦しい」もしくは「やや苦しい」障がい者

の割合 

44.8％ 49.5％ 悪化 

 

（３）外出 

項目 前回 今回 評価 

【障がい者調査】 

おもいやり駐車場制度を知っている障がい者の割合 
55.3％ 71.7％ 改善 

【障がい者調査】 

外出時の困りごとを抱える障がい者の割合 
56.2％ 61.3％ 悪化 

【障がい者調査】 

日常生活・社会生活でのコミュニケーションに困り

ごとを抱える障がい者の割合 

30.1％ 25.2％ 改善 

 

（４）雇用・就労 

項目 前回 今回 評価 

【障がい者調査】 

現在、仕事をしている障がい者の割合（就労継続支援

利用を含む） ※18～64 歳の回答を抽出 

45.1％ 49.6％ 変化なし 
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（５）相談支援 

項目 前回 今回 評価 

【障がい者調査】 

生活における困りごとがある障がい者の割合 
68.9％ 44.1％ 改善 

 

（６）障がい福祉サービス等 

項目 前回 今回 評価 

【障がい者調査】 

サービスに満足していない「居宅介護や重度訪問介

護」利用者の割合 

8.0％ 

※利用者 25 人 

13.8％ 

※利用者 29 人 
変化なし 

【障がい者調査】 

サービスに満足していない「同行援護や行動援護」利

用者の割合 

14.3％ 

※利用者 21 人 

6.3％ 

※利用者 16 人 
変化なし 

【障がい者調査】 

サービスに満足していない「生活介護」利用者の割合 

6.0％ 

※利用者 117 人 

13.6％ 

※利用者 81 人 
悪化 

【障がい者調査】 

サービスに満足していない「就労移行支援」利用者の

割合 

9.5％ 

※利用者 21 人 

0.0％ 

※利用者 15 人 
変化なし 

【障がい者調査】 

サービスに満足していない「就労継続支援Ａ型・Ｂ

型」利用者の割合 

12.2％ 

※利用者 41 人 

12.5％ 

※利用者 40 人 
変化なし 

【障がい者調査】 

サービスに満足していない「自立訓練」利用者の割合 

15.9％ 

※利用者 63 人 

14.3％ 

※利用者 42 人 
変化なし 

【障がい者調査】 

サービスに満足していない「短期入所」利用者の割合 

12.0％ 

※利用者 25 人 

17.4％ 

※利用者 23 人 
変化なし 

【障がい者調査】 

サービスに満足していない「日常生活用具の給付、貸

与」利用者の割合 

8.5％ 

※利用者 59 人 

11.5％ 

※利用者 52 人 
変化なし 

【障がい者調査】 

サービスに満足していない「移動支援」利用者の割合 

13.8％ 

※利用者 29 人 

10.0％ 

※利用者 30 人 
変化なし 

【障がい者調査】 

サービスに満足していない「コミュニケーション支

援」利用者の割合 

10.0％ 

※利用者 10 人 

25.0％ 

※利用者 4 人 
変化なし 
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項目 前回 今回 評価 

【障がい福祉サービス等事業所アンケート調査】 

過去 1 年間において、利用者からの依頼に対して、受

け入れ（事業提供）ができなかったことがある事業所

の割合 

22.2％ 21.6％ 変化なし 

【障がい福祉サービス等事業所アンケート調査】 

円滑な事業運営のため、改善したい経営上の課題を

持つ事業所の割合 

100.0％ 100.0％ 変化なし 

 

（７）障がいに対する市民の理解 

項目 前回 今回 評価 

【障がい者調査】 

障がいがあることによる差別等を受けた経験がある

障がい者の割合 

27.5％ 23.8％ 変化なし 

【障がい児調査】 

障がいがあることによる差別等を受けた経験がある

障がい児保護者の割合 

20.7％ 22.5％ 変化なし 

【障がい者調査】 

小林市民の障がい者への理解と認識が非常に深まっ

ていると感じている障がい者の割合 

6.1％ 4.8％ 変化なし 

 

（８）障がい者にとって暮らしやすいまちづくり 

項目 前回 今回 評価 

【障がい者調査】 

小林市は障がい者にとって「とても暮らしやすい」も

しくは「どちらかというと暮らしやすい」と思ってい

る障がい者の割合 

56.1％ 56.8％ 変化なし 

【障がい児調査】 

小林市は障がい者にとって「とても暮らしやすい」も

しくは「どちらかというと暮らしやすい」と思ってい

る障がい児保護者の割合 

49.6％ 49.3％ 変化なし 

 

 

 



76 

 

 

 

第４章 第５期計画の基本的理念等 
 

 

１ 基本理念 

 

 

 

障がいのある人もない人も互いに人格と個性を尊重し、支え合う共生社会の実現に向け

ては、障がい者が、必要な支援を受けながら、自らの選択により意思決定ができ、社会参

加が促進されるよう、施策の充実を図っていくことが必要です。 

 また、障がい者を取り巻く物理的な障壁や、障がい者に対する偏見や誤解といった意識

上の障壁等の社会的障壁を取り除き、誰もが地域で安心して生活できる環境の整備が必要

です。 

 これらの考え方を踏まえ、第４期計画においては、「認めあい、支えあう、優しさあふれ

るふれあいのまち 小林」を計画の基本理念としましたが、これらの考え方は普遍的なも

のであると考えられることから、本市に住む人々が、生涯心身ともに健康で、生きがいや

楽しみのある生活を送り、介助や支援が必要になっても一人一人が尊厳を持ちながら、い

きいきと住み続けられるまちづくりを推進するための基本理念として、本計画においても、

第４期計画の基本理念を継承することとします。 

 

２ ＳＤＧｓとの関係について 

ＳＤＧｓとは、平成 27 年９月に国連サミットにおいて全会一致で採択された、「誰一

人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現を目指す世界共通の目標で

あり、17のゴールと 169のターゲットから構成されています。 

 「誰一人取り残さない」というＳＤＧｓの理念は、本市が目指す共生社会の実現と密接

に関係するものであり、障がい者施策の推進がＳＤＧｓの達成に向けて必要不可欠なもの

となっています。 

  ＳＤＧｓの 17のゴールのうち、障がい者施策との関連が特に深いと考えられるもの 
 

     

     

認めあい、支えあう、 

優しさあふれるふれあいのまち 小林 
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３ 基本的視点 

基本理念の実現に向けて、以下に示す７つの基本的視点の下に施策の展開を図ります。 

（１）障がいを理由とする差別の禁止 

（２）地域社会における共生 

（３）障がい者の自己決定の尊重及び意思決定の支援 

（４）当事者本位の総合的な支援 

（５）障がい特性等に配慮した支援 

（６）アクセシビリティ※の向上 

（７）総合的かつ計画的な取組の推進 

※アクセシビリティとは、施設・設備、サービス、情報、制度等の利用しやすさのこと。 

 

（１）障がいを理由とする差別の禁止 

障害者差別解消法及び障害者雇用促進法に基づき、障がい者団体等との連携を図りなが

ら、市民や事業者・事業主の理解の下、障がいを理由とする差別の解消を図ります。 

 

（２）地域社会における共生 

全ての障がい者は、障がいのない人と平等に、基本的人権を享受する個人として、その

尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有しています。 

 このことを前提に、市民一人一人が障がいについて理解を深めることを推進するととも

に、障がい者施策の推進を図ります。 

 

（３）障がい者の自己決定の尊重及び意思決定の支援 

障がい者が、必要な支援を受けながら、自らの決定に基づき社会に参加する主体として

捉え、障がい者本人が適切に意思決定を行い、その意思を表明することができるよう、障

がい者の意思決定を支援するとともに、意思疎通のための手段を選択する機会の提供を促

進します。 

 

（４）当事者本位の総合的な支援 

障がい者がライフステージに応じて適切な支援を受けられるよう、教育、福祉、医療、

雇用等の各分野と連携を図り、施策を総合的に展開し、切れ目のない支援を行います。 
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（５）障がい特性等に配慮した支援 

性別、年齢、障がいの状態、生活の実態等に応じた個別的な支援の必要性を踏まえ、施

策を推進します。 

 

（６）アクセシビリティの向上 

障がいの有無にかかわらず、その能力を最大限に発揮しながら、安心して生活できるよ

う、障がい者の活動を制限し、社会への参加を制約している、物事、制度、慣行、観念等

の社会的障壁の除去を進めるとともに、ソフト・ハードの両面にわたる社会のバリアフリ

ー化を進め、アクセシビリティの向上を図ります。 

 

（７）総合的かつ計画的な取組の推進 

障がい者が必要なときに必要な場所で適切な支援を受けられるよう、関係機関との適切

な連携及び役割分担の下、障がい者施策を推進します。 
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４ 施策の体系 
 

基本理念  
認めあい、支えあう、 

優しさあふれるふれあいのまち 小林 

 

１ 啓発・広報  
（１） 

（２） 

啓発・広報活動の充実 

福祉教育等の推進 
    

２ 差別の解消、権利擁護の推進及

び虐待の防止 
 

（１） 

（２） 

 

権利擁護の推進、虐待の防止 

障がいを理由とする差別の解消に向けた

取組の推進 
    

３ 教育・育成  

（１） 

（２） 

（３） 

障がい児支援・育成施策の充実 

学校教育の充実 

切れ目ない支援体制の整備 
    

４ 雇用・就労、経済的自立の支援  

（１） 

（２） 

（３） 

一般就労支援施策の充実 

一般就労が困難な障がい者への就労支援 

経済的自立の支援 
    

５ 生活支援  

（１） 

（２） 

（３） 

（４） 

（５） 

（６） 

相談支援体制の充実 

意思決定支援の推進 

福祉サービスの充実 

社会参加の促進 

スポーツ・文化活動への参加促進 

人材の育成、ボランティア活動の推進 
    

６ 保健・医療  

（１） 

 

（２） 

（３） 

障がいの原因となる疾病等の予防と早期

支援 

医療体制の確保 

福祉・保健・介護・医療の連携 
    

７ 生活環境  

（１） 

（２） 

（３） 

（４） 

住環境の改善・住宅の確保 

道路や公園等のバリアフリー化の推進 

公共交通機関のバリアフリー化の推進 

公共施設のバリアフリー化の推進 
    

８ 情報・コミュニケーション  

（１） 

 

（２） 

（３） 

情報提供体制の充実、行政情報のバリアフ

リー化 

意思疎通支援の充実 

情報機器等の普及促進 
    

９ 防災・防犯等  
（１） 

（２） 

防災対策の推進 

防犯対策の推進 
    

10 行政サービス等における配慮  
（１） 

（２） 

行政サービスにおける合理的配慮の提供 

選挙等における配慮 
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第５章 施策の展開 
 

 

１ 啓発・広報 

広報による障がいに関する情報提供やイベント等の機会における啓発等を行い、市民の

障がいや障がい者に対する理解促進を図るとともに、学校や関係機関の教育活動を通した

人権・福祉教育を推進します。 

 

（１）啓発・広報活動の充実 

障がい及び障がい者に対する理解を深めるため、障害者福祉連絡協議会や障がい者自立

支援協議会等の関係団体・機関等と連携しながら、市のホームページや広報紙等を活用し

ながら、啓発を行います。 

 また、障がい者を含めた人権問題の解決や理解を深めるために、関係機関と連携し、研

修や講演会を実施します。 

 さらに、県教育委員会及び宮崎県人権・同和教育研究協議会の協力を得ながら、全ての

小・中学校の社会科及び人権教育担当職員を対象に研修会を行います。 

 

① 啓発・広報の推進 

【現状】 

小林市障害者福祉連絡協議会や小林市障がい者自立支援協議会等の関係団体・機関等

と情報共有を図りながら、市のホームページや広報紙、窓口での「しょうがいしゃのしお

り」配付による各種制度等に関する情報提供・周知啓発を行っています。 

 また、障害者週間においては、市役所交流スペースにおけるポスター掲示等による啓

発を行っています。 

【今後の方向性】 

各協議会と連携を図りながら、効果的な啓発及び市民、関係団体等へのわかりやすい

情報の継続的な発信に努めます。［福祉課］ 
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② 意識啓発活動の充実 

【現状】 

「福祉しょっぷ」を市役所市民交流スペースにて隔月ごとに６回開催し、障がい者と

市民との交流の場となっています。 

 また、手話教室を小・中学校のこすもす科の授業において実施し、手話の普及啓発を図

っています。 

【今後の方向性】 

「福祉しょっぷ」の開催について周知を図ります。 

 手話教室については、学校以外の事業所（病院、銀行、消防署、警察署等）に案内を行

い、手話によるコミュニケーションの普及啓発を図ります。［福祉課］ 

 

③ 人権啓発の推進 

【現状】 

人権啓発講演会及び映画祭を開催し、人権意識の高揚に努めています。 

 また、子どもたちが障がい者の人権に関する学びを深める機会として、小学校で人権

教室を開催し、ボッチャ体験等を行っています。 

 その他、市内小中学校の社会科担当者及び人権教育担当者への研修会において、県人

権同和教育課の指導主事による講演等を行っています。 

【今後の方向性】 

今後も、これまでの取組を継続して実施しますが、市内小中学校の社会科担当者及び

人権教育担当者への研修会については、様々な講師による講演が実施できるよう、県人

権同和教育課に加え、県人権・同和教育研究協議会とも連携強化を図ります。［市民課・

学校教育課］ 

 

④ 発達障がいへの理解の促進 

【現状】 

障がい者自立支援協議会こども部会に参加し、意見交換や情報共有を行い、発達障が

いへの理解の促進を図っています。 

 各種相談窓口において、児童通所支援の利用について案内を行うほか、乳幼児健診等

において、療育が必要な可能性があると判断された児童の保護者に対し、相談に関する

情報提供を行い、公認心理師や言語聴覚士による相談を受けることの勧奨を行っていま

す。 

【今後の方向性】 

今後も、発達障がいへの理解促進を図りますが、特に療育が必要と思われる児童の保

護者の理解が得られ、特性に応じた適切な支援・早期療育につながるよう、様々な機会に

おいて、情報提供に努めます。［福祉課・こども課］  
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⑤ 精神保健福祉に関する知識の普及・啓発 

【現状】 

精神保健福祉についての知識・理解を深めるため、西諸精神障がい者協議会に参加し、

関係機関との意見交換、情報共有を行っています。 

 また、精神障害者保健福祉手帳や自立支援医療費（精神通院医療）の手続きについて、

ホームページへ掲載し周知を図っています。 

 その他、精神障がい者の理解と地域との交流を目的として行われる「こすもす祭」につ

いては、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から開催休止が続いていましたが、

令和 6 年度より再開したほか、精神障がい者家族会が開催する講演会・交流会を通じ、

精神障がい者への理解の啓発を行っています。 

【今後の方向性】 

精神障がいに対する多様な相談・課題の解決に向けて、関係機関との連携体制の強化

を図るとともに、「こすもす祭」については実行委員として関係機関と連携しながら啓発

活動に取り組みます。［福祉課・健康推進課］ 

 

（２）福祉教育等の推進 

総合的な学習の時間や学校行事等を活用し、学校の近隣地域の社会福祉団体、ボランテ

ィア等と連携しながら、福祉施設訪問等の体験活動等と道徳の時間を関連させた「人にや

さしいまちづくり」を推進するとともに、特別支援学校の子どもとの交流機会等を通じて、

児童生徒の障がい及び障がい者に対する理解の浸透を図ります。 

 また、幼保小連絡協議会を定期的に開催し、幼保・小で一貫した教育の推進を図り、各

研修会、子ども同士の交流、教職員の交流を通して幼保段階から小学校への滑らかな接続

を図ります。 

 さらに、各学校において、小林市人権教育基本方針を基に作成した人権教育の全体構想

に沿って、道徳の時間を核に心の教育を進め、全教育活動を通して人権教育の充実を目指

した取組を行います。 

 

① 学校における福祉教育の推進 

【現状】 

福祉課等と連携して、各学校の総合的な学習の時間、こすもす科、学校行事とからめ、

車いす体験や手話学習等を実施しており、障がい者に対する理解浸透を図っています。 

【今後の方向性】 

人にやさしいまちづくりに児童生徒が参画できるよう、児童生徒の意見をまちづくり

に反映できるような仕組みを検討します。［学校教育課］ 
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② 交流教育の推進 

【現状】 

幼保小連携協議会や研修会を定期的に開催しており、研修会については、幼保小連携

及び接続に関する内容等について学ぶ機会として開催しています。 

【今後の方向性】 

幼保小連携協議会等において、今後の方向性等について協議を行いながら、交流教育

の推進を図ります。［学校教育課］ 

 

③ 人権教育の推進 

【現状】 

各学校において、道徳教育をはじめ教育活動全体を通じ、児童生徒一人一人の意識が

高まるよう取り組んでおり、「西諸みんなで人権を考える取組」については、各学校で参

観日に道徳の授業を行うなど、家庭（保護者）も巻き込んだ推進が図られています。 

 工夫された取組が推進されている一方、形骸化された取組もあることが課題となって

います。 

【今後の方向性】 

研修等において、事例紹介等を行うことで、指導方法のさらなる工夫・改善を図りま

す。［学校教育課］ 

 

④ 地域における福祉教育の推進 

【現状】 

家庭教育学級やしあわせ学園、生きがい（高齢者）学級における人権に係る講座の実施

を推進しています。 

【今後の方向性】 

家庭教育学級等に対して、人権に係る講座の実施を呼びかけるとともに、実践例の紹

介や、カリキュラム作成に係る相談に対応するなど、取り組みやすく魅力ある活動とな

るよう支援します。［社会教育課］ 
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２ 差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

「障害者差別解消法」等に基づき、障がいを理由とする差別の解消の推進に取り組みま

す。 

 また、「障害者虐待防止法」に基づく障がい者への虐待防止等、障がい者の権利擁護のた

めの取組を推進します。 

 

（１）権利擁護の推進、虐待の防止 

日常生活における障がい者の権利が損なわれることがないよう、権利擁護や成年後見制

度を推進します。 

 また、障がい者への虐待の未然防止や早期発見等の取組を推進します。 

 

① 権利擁護の推進 

【現状】 

障がい等の理由で判断能力やコミュニケーションが不十分な人が、住み慣れた地域で

安心した生活を続けるため、成年後見センターこばやしにおいて、障がい者の意思能力

や生活状況に応じて、成年後見制度を活用した財産管理や身上監護を中心とする権利擁

護サービスを提供しています。 

 また、制度の利用促進を図るため、地域への出前講座等において、周知を図っていま

す。 

【今後の方向性】 

成年後見センターこばやしにおいて、権利擁護サービスを提供していくとともに、市

民や関係機関等への周知を図ることで、制度の利用促進を図ります。［福祉課］ 
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② 虐待防止に向けた取組の充実 

【現状】 

福祉課内に「障がい者虐待防止センター」を設置し、研修会への参加等を通じた対応の

質の向上を図りながら、相談への適切な対応に努めています。 

 子どもに対する虐待については、令和６年度に「こども家庭センター」を設置し、妊娠

時から子育て期にかけての切れ目のない支援の提供体制を確保するとともに、「小林市要

保護児童対策地域協議会」を中心に、関係機関との連携強化も図りつつ、適宜ケース会議

を実施しながら、適切な支援の提供に努めています。 

【今後の方向性】 

職員のスキルアップを図りながら、「障がい者虐待防止センター」において、相談への

適切な対応に努めます。 

 子どもに対する虐待については、関係機関との連携強化・情報共有を図りながら、「こ

ども家庭センター」を中心に適切な支援の提供に努めます。［福祉課・こども課］ 

 

（２）障がいを理由とする差別の解消に向けた取組の推進 

日常生活及び社会生活全般に係る分野における差別の禁止や合理的配慮の提供に向け、

「障害者差別解消法」の内容や障がいの特性等について周知・啓発を図ります 

 また、障がい者及びその家族からの障がいを理由とする差別に関する相談に的確に応じ

ることができるよう、必要な体制の整備を図ります。 

 

① 障害者差別解消法の周知 

【現状】 

障害者差別解消法について、市ホームページや窓口でのチラシ配布等による周知を図

っています。 

【今後の方向性】 

障がいを理由とする差別の解消を図るため、「障害者差別解消法」の趣旨・目的等の周

知・啓発を広く行うとともに、合理的配慮の提供が義務化されたことも踏まえ、民間事業

者に対しては、商工会議所等の関係機関とも連携しながら、周知・啓発を行います。［福

祉課］ 
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② 差別に関する連携体制の充実 

【現状】 

障がい者の相談に対応するため、「にしもろ基幹相談支援センター」を中心に各相談支

援事業所と連携・情報共有を図っています。 

【今後の方向性】 

障がいのある人やその家族からの障がいを理由とする差別に関する相談に的確に応じ

られるよう、「にしもろ基幹相談支援センター」や関係機関との連携強化を図ります。［福

祉課］ 

 

 

３ 教育・育成 

障がいのある子どもが、合理的配慮を含む必要な支援の下、その年齢や能力に応じ、か

つその特性を踏まえた十分な教育を、可能な限り障がいのない子どもとともに受けること

ができる仕組み（インクルーシブ教育システム）の構築を目指し、障がいのある子どもの

保育・教育の充実を図ります。 

 

（１）障がい児支援・育成施策の充実 

障がいのある子どもが、身近な地域で保育等を受けることができるよう、保健・医療・

福祉・教育等の関係機関との連携を図りながら、保育の充実を図ります。 

 

① 保育士等の研修の実施 

【現状】 

県が実施する研修会等の情報提供や保育所等からの園児に関する相談等への対応を通

じて、より適切な保育が提供されるよう支援しています。 

 また、障がい者自立支援協議会こども部会において、意見交換を行うなど、障がいのあ

る子どもに対する保育の質の向上を図っています。 

【今後の方向性】 

関係機関との情報共有や連携体制の強化といった、これまでの取組を継続して実施し、

障がいのある子どもに対する保育の質の向上を図ります。［福祉課・こども課］ 
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② 発達障がい児への支援 

【現状】 

発達障がい児への支援の充実を図るため、障がい者自立支援協議会こども部会に参加

し、圏域内の児童発達支援事業所や母子保健担当課等の関係機関との情報共有・連携強

化を図っています。 

 また、保育所等と連携し、障がいのある子どもの早期発見・早期支援に努めています。 

【今後の方向性】 

発達障がいのある子どもに係るニーズが増えていることも踏まえ、課題の解決に向け

た関係機関との情報共有や連携体制の強化を図ります。 

 また、保育所等と連携した、障がいのある子どもの早期発見・早期支援に資する取組を

継続して実施します。［福祉課・こども課］ 

 

③ 多様な教育・保育サービスの充実 

【現状】 

障がいを有する児童及び特別な配慮を要する児童を受け入れている保育所等に対し、

保育士等の配置に対する補助を行っています。 

【今後の方向性】 

障がいを有する児童及び特別な配慮を要する児童の支援に必要な保育士の確保に向け、

補助事業等を引き続き行います。［こども課］ 

 

④ 相談支援体制の充実 

【現状】 

幼児期の子どもについては、家庭児童相談員等が相談に対応しています。 

 小学校就学前には、保護者を対象とした就学相談会を開催し、小学校入学への不安解

消を図るとともに、個別の学校見学等を実施することで、入学後の学校生活がスムーズ

になるような体制づくりに努めています。 

 令和６年度には、妊娠時から子育て期にかけて切れ目のない支援を行うため、「こども

家庭センター」を設置し、相談支援体制の充実を図っています。 

【今後の方向性】 

これまでの取組を継続して実施するとともに、「こども家庭センター」を中心とした相

談支援体制の充実を図ります。 

 一方、就学相談会等については、相談希望者が年々増加し続けており、相談対応に課題

も生じてきていることから、相談員の増員や相談日程の追加等について検討を行ったう

えで実施します。［こども課・学校教育課］ 
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⑤ 保護者への子育て支援 

【現状】 

親子の遊びの場や、保護者同士・子ども同士の交流の場として、子育て支援センターを

市内３か所に設置し、必要に応じて、子育てに関する相談対応等を行っています。 

 また、放課後等デイサービスや日中一時支援、短期入所、ファミリー・サポート・セン

ター等の福祉サービスを提供することで、保護者の負担軽減を図っています。 

【今後の方向性】 

保護者の育児への不安や悩みの解消、精神的負担等の軽減が図られるよう、事業の周

知や提供体制の確保を図りながら、保護者同士の交流・活動や福祉サービスの提供によ

る子育て支援を推進します。［こども課・福祉課］ 

 

⑥ 保育所等訪問支援 

【現状】 

保育所等を利用している障がいのある子どもが、保育所等で集団活動を行うにあたり、

専門的な援助を必要とする場合に行う「保育所等訪問支援」により、集団生活に適応する

ための支援を行っています。 

【今後の方向性】 

ニーズが増えていることから、サービス提供体制の確保を図ります。［福祉課］ 

 

（２）学校教育の充実 

障がいのある子どもの自立と社会参加に向けて、一人一人の教育的ニーズに応じた学校

教育を推進することができるよう、教育上の相互理解や専門性の向上に努めます。 

 

① 個別支援体制の推進 

【現状】 

各学校の実情に合わせて特別支援教育支援員を配置することで、特別な支援を要する

児童生徒の特性に応じた支援ができるよう努めています。 

【今後の方向性】 

研修会等を通じて特別支援教育支援員の支援技能の向上を図ることや教育支援ファイ

ル「絆」の活用促進を図ることで、特性に応じた個別支援の強化を図ります。［学校教育

課］ 

 

  



89 

 

 

② 特別支援教育の充実 

【現状】 

チーフコーディネーターやエリアコーディネーター、エリアメンター、関係機関等と

の連携を図りながら、支援の必要な児童生徒に対する適切な教育の推進に努めています。 

 特別支援学級の児童生徒数が増加傾向にあり、今後に向けては、コーディネーターの

育成が必要な状況にあります。 

【今後の方向性】 

コーディネーターや関係機関との連携を図るとともに、発達支援事業所とのネットワ

ークの拡充を図ります。［学校教育課］ 

 

③ 教育上の相互理解 

【現状】 

障がいについての理解を深める取組として、小林こすもす支援学校が併設されている

東方小学校・東方中学校においては、交流会や交流給食、合同運動会、避難訓練等の学校

行事を通じた活動が行われています。 

【今後の方向性】 

東方小学校・東方中学校以外の学校における取組についても検討を行います。［学校教

育課］ 

 

④ 学校施設・設備の改善 

【現状】 

児童生徒の状況に合わせて、随時、バリアフリー化を行っています。 

 また、トイレの洋式化についても、ユニバーサルデザインを考慮しながら年次的に整

備を行っています。 

【今後の方向性】 

今後も、児童生徒の状況に応じて年次的に整備を行っていくとともに、学校施設の大

規模な整備や建替が生じた際には、バリアフリーに充分に配慮し、誰でも使いやすい学

校施設の整備に努めます。［学校教育課］ 
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⑤ 教員の専門性の向上 

【現状】 

幼保小連絡協議会や市校長会及び教頭会等において、市で取り組んでいる教育支援フ

ァイル「絆」をもとに、幼児児童理解と学校での合理的配慮等について、校内共通理解を

図るよう周知しています。 

 また、夏休み期間中に実施する就学相談会について案内し、インクルーシブ教育推進

体制の構築を図っています。 

【今後の方向性】 

教育支援ファイル「絆」の活用が形骸化してきている面があることを踏まえ、ファイル

活用の具体例を示すなど、周知の工夫を図ります。［学校教育課］ 

 

⑥ 放課後等の居場所づくり 

【現状】 

障がいのある子どもに対し、放課後や夏休み等の長期休暇中に生活能力向上のための

訓練等を継続的に行うことにより、障がいのある子どもの自立を促進するとともに、放

課後等の居場所の役割を担う、放課後等デイサービスについて、相談支援事業所を通じ

たサービス利用計画に基づきサービスの提供を行っています。 

【今後の方向性】 

障がいのある子どもに対する放課後等デイサービスについて、ニーズが増えているこ

とから、サービス提供体制の確保に努めます。［福祉課］ 
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（３）切れ目ない支援体制の整備 

障がいのある子どもが、将来、自立した生活を送れるよう、保健・医療・福祉・教育等

の関係機関が連携を図り、小学校就学前から卒業後までの一貫したきめ細やかな支援の構

築を進めます。 

 

① 小学校就学前から卒業後までの一貫した支援システムの構築 

【現状】 

教育支援ファイル「絆」の活用が、小学校就学前から卒業に至るまでの切れ目のない支

援体制の促進につながると考えられることを踏まえ、就学相談会や、福祉関係機関・教育

関係機関が集まる会議にて教育支援ファイル「絆」の周知に努めています。 

【今後の方向性】 

学校によって教育支援ファイル「絆」の活用の程度に差が出ていることから、市全体で

の活用が促進されるよう、現在実施している方法以外の周知方法について検討を行いま

す。［学校教育課］ 

 

② 児童発達支援事業の充実 

【現状】 

障がいのある就学前児童に、日常生活における基本的な動作の指導や知的技能の付与、

集団生活への適応訓練等を行う児童発達支援事業について、相談支援事業所を通じたサ

ービス利用計画に基づきサービスの提供を行っています。 

【今後の方向性】 

障がいのある就学前児童に対する児童発達支援事業について、ニーズが増えているこ

とから、サービス提供体制の確保に努めます。［福祉課］ 
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４ 雇用・就労、経済的自立の支援 

障がい者が、地域で自立した生活を送るための基盤として、就労は重要であり、働く意

欲のある障がい者が、その適性に応じて能力を十分に発揮できるよう、可能な限り本人の

希望に応じた就労を実現するため、雇用・就労支援を推進します。 

 また、障がい者やその家族に対する各種手当、医療費助成制度、貸付制度の普及促進を

図り、経済的自立の支援を行います。 

 

（１）一般就労支援施策の充実 

ハローワークや雇用・就労に係る県の機関等と連携を図り、障がい者の雇用に対する理

解を深め、働く機会の充実に努めます。 

 また、障がい者就労支援事業等により、障がい者の就労に必要な知識・能力の向上を図

るための支援を行います。 

 

① 企業等における理解の促進 

【現状】 

広報紙への掲載等により、法定雇用率等の障害者雇用促進法の周知や障がい者雇用に

ついての理解促進を図っています。 

【今後の方向性】 

ハローワーク等の関係機関と連携し、障がい者雇用に係る周知を図ります。［福祉課］ 

 

② 均等な雇用機会・待遇の確保 

【現状】 

障害者雇用連絡会議やハローワーク等の関係機関と連携し、障がいのある人の雇用促

進に向け、情報共有や就職説明会の開催に向けて連携を図っています。 

 また、地方公共団体としての法定雇用率の達成に向け、市職員（会計年度任用職員を含

む）採用試験について、障がい者を対象とした試験区分を設けるなど、市職員に係る障が

い者雇用を推進しています。 

【今後の方向性】 

令和元年度より小林地区として開催している「障がい者ふれあい就職説明会」を継続

して開催しつつ、障がい者・事業者双方への周知・啓発を図ることで、雇用機会の確保を

図ります。 

 また、地方公共団体としての法定雇用率の引き上げが行われたことも踏まえ、市職員

に係る障がい者雇用を引き続き推進します。［福祉課・総務課］ 
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③ 障がい者就労支援事業の活用 

【現状】 

ハローワークと連携し、障がい者ふれあい就職説明会を開催しています。 

 また、相談支援事業所と連携し、就労に向けた福祉サービスの提供を行っています。 

【今後の方向性】 

関係機関と連携し、障がい者ふれあい就職説明会の継続的な実施や、就労に向けた福

祉サービスの提供体制の充実等の障がい者の雇用促進に向けた取組を推進します。［福祉

課］ 

 

④ 一般就労への移行 

【現状】 

各種協議会を設置するなど、ハローワークや障害者就業・生活支援センター等の関係

機関と連携しながら、雇用・就労機会の拡大や職場定着の支援を行い、福祉施設から一般

就労への移行の促進に努めています。 

【今後の方向性】 

これまでの取組を引き続き推進するとともに、障がい者雇用の促進を図るための民間

企業への働きかけ等についても検討を行います。［福祉課］ 
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（２）一般就労が困難な障がい者への就労支援 

働く意欲があっても、一般就労が難しい障がい者に対して、個々の特性・希望を踏まえ

た就労が行えるよう、就労支援体制の整備を支援します。 

 また、障がい者の福祉的就労に対する支援として、「小林市における障がい者就労施設

等からの物品等の調達方針」に基づく、障がい者就労施設等からの物品・役務の調達を推

進します。 

 

① 福祉的就労の支援 

【現状】 

障がいの特性に配慮して提供される就労移行支援事業や就労継続支援事業を活用し、

一般就労が困難な障がい者の福祉的就労を支援しています。 

 また、市役所庁舎内における「福祉売店えみあす」の開設、「福祉しょっぷ」の開催、

福祉バザーや福祉推進大会への出店機会の確保等を通じて、障がい者の就労機会の提供

と障がい者に対する理解の普及を図っています。 

【今後の方向性】 

障がいに対する市民の理解の普及や利用者の工賃向上を図るため、「福祉売店えみあす」

や「福祉しょっぷ」の周知等を図ります。［福祉課］ 

 

② 物品・役務の調達の推進 

【現状】 

「小林市における障がい者就労施設等からの物品等の調達方針」に基づき、障がい者

就労施設等からの物品・役務の調達を推進しています。 

【今後の方向性】 

障がい者就労施設等からの物品・役務の調達の促進を図るため、「小林市における障が

い者就労施設等からの物品等の調達方針」等の庁内への浸透を図ります。［福祉課］ 
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（３）経済的自立の支援 

障がい者やその家族に対する各種手当、医療費助成制度、貸付制度の普及促進を図り、

経済的自立の支援を行います。 

 

① 各種手当等の支給 

【現状】 

ホームページにおける広報や相談機会等を通じて、特別障害者手当、障害児福祉手当、

特別児童扶養手当といった各種手当制度等の内容に関する周知を図り、申請内容に基づ

いた支給を行っています。 

【今後の方向性】 

周知方法の改善や内容の見直し・更新等を行うなど、制度の浸透を図りながら、適正な

支給の実施に努めます。［福祉課］ 

 

② 医療費の助成 

【現状】 

障がい者が、必要な医療を適切に受けることができるよう、ホームページにおける広

報や相談機会等を通じて、重度障がい者への医療費助成や自立支援医療費支給事業につ

いて、周知を行い、利用促進を図っています。 

【今後の方向性】 

引き続き周知に努めることで、制度等の利用促進を図るとともに、重度障がい者医療

費助成の精神障がい者への対象者拡大等について、県と連携した支援に努めます。［福祉

課］ 

 

③ 障がいのある子どもへの就学奨励 

【現状】 

障がいのある児童生徒の保護者が負担する教育関係経費について、申請に基づく援助

対象者の認定を行ったうえで家庭の経済状況等に応じた援助を実施することで、経済的

負担の軽減を図っています。 

【今後の方向性】 

保護者への分かりやすい制度の周知に努めながら、継続して事業を実施します。［学校

教育課］ 
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５ 生活支援 

障がい者が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生

活を営むことができるよう、一人一人の障がい者のニーズ・実態に応じた相談支援体制及

び障がい福祉サービス等の量的・質的充実、社会参加の促進等を推進します。 

 

（１）相談支援体制の充実 

障がい者の様々な相談に対応できるよう、「にしもろ基幹相談支援センター」を中心に、

関係機関との連携を図りながら、相談支援体制の構築を図るとともに、民生委員・児童委

員等の協力も得ながら、身近な地域での相談支援体制の充実に努めます。 

 また、障がい・子ども・高齢・生活困窮といった分野別の支援体制では対応しきれない

複雑化・複合化した支援ニーズに対応できる包括的な支援体制を構築するため、重層的支

援体制整備事業（愛称：スコップ事業）のさらなる推進を図ります。 

 

① 相談支援体制の充実 

【現状】 

令和３年 10月に、えびの市・高原町と「にしもろ基幹相談支援センター」を共同設置

するなど、いつでも相談を受けられる体制の充実を図っています。 

 また、関係機関と連携した相談支援体制を構築するため、障がい者自立支援協議会相

談支援部会への参加等により、関係機関との連携強化を図っています。 

 さらに、障がい分野以外の複雑化・複合化した支援ニーズにも包括的に対応するため、

「スコップ事業」を令和５年度から本格実施し、重層的支援体制の整備を図っています。 

【今後の方向性】 

包括的な相談対応ができる窓口として設置している「にしもろ基幹相談支援センター」

の周知を図りながら、相談支援体制の充実を図ります。［福祉課］ 

 

② 身近な相談員による相談体制の充実 

【現状】 

各種会議や研修会等への参加により、民生委員・児童委員や関係機関との連携強化を

図りつつ、「にしもろ基幹相談支援センター」を中心に相談への対応を行っています。 

【今後の方向性】 

民生委員・児童委員や関係機関との連携を図り、身近な人や場所に相談することがで

きる体制の充実に努めます。［福祉課］ 

 

  



97 

 

 

（２）意思決定支援の推進 

国のガイドライン等も踏まえ、障がいの特性や障がいの程度等に応じて、本人の意思が

可能な限り反映されるよう、意思決定に係る支援を行います。 

 

① 意思決定のための支援 

【現状】 

本人が安心して自信を持って自由に意思表示ができるよう、基幹相談支援センターや

相談支援事業所と連携を図りながら、意思決定のための支援を行っています。 

【今後の方向性】 

引き続き、関係機関と連携しながら、意思決定のための支援を行います。［福祉課］ 

 

② 意思決定支援体制の促進 

【現状】 

障がい者自立支援協議会相談支援部会において、事例検討会を行い、自己決定や意思

決定が困難な障がい者を支援するための検討を行っています。 

【今後の方向性】 

障がい者本人の意思が尊重されるよう、障がい者自立支援協議会相談支援部会におい

て、意思決定支援に係る検討を行い、支援内容の改善を図ります。［福祉課］ 

 

（３）福祉サービスの充実 

障がい者の地域生活・在宅生活を支えるため、訪問系サービスや日中活動系サービス等

を中心に提供体制の充実を図るとともに、サービスの質の向上に向けた取組を推進します。 

 

① 訪問系サービスの充実 

【現状】 

障がい者が、その適性に応じて、在宅で自立した日常生活を営むことができるよう、相

談支援事業所と連携しながら、居宅介護、重度訪問介護等の訪問系サービスを提供して

います。 

【今後の方向性】 

サービスの周知を図りながら、サービスを必要とする障がい者に対する支援を引き続

き提供するとともに、ニーズを踏まえたサービスの提供体制の確保に努めます。［福祉課］ 
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② 日中活動系サービスの充実 

【現状】 

障がい者の自立や社会参加の促進を図るため、主に日中において、通所等による生活

介護や自立訓練等のサービスを提供しています。 

【今後の方向性】 

サービスの周知を図りながら、サービスを必要とする障がい者に対する支援を引き続

き提供するとともに、ニーズを踏まえたサービスの提供体制の確保に努めます。［福祉課］ 

 

③ 居住系サービスの充実 

【現状】 

障がい者が安心して生活できるよう、主に夜間において、施設や共同生活を行う住居

において必要な援助を提供しています。 

【今後の方向性】 

サービスの周知を図りながら、サービスを必要とする障がい者に対する支援を引き続

き提供するとともに、ニーズを踏まえたサービスの提供体制の確保に努めます。［福祉課］ 

 

④ 地域生活支援事業の推進 

【現状】 

障がい者が、その有する能力と適性に応じて、自立した生活を営むことができるよう、

相談支援事業、日常生活用具給付事業、移動支援事業等を実施し、障がい者や介助者の地

域生活を支援しています。 

【今後の方向性】 

事業の周知を図りながら、事業を必要とする障がい者に対する支援を引き続き提供す

るとともに、ニーズを踏まえた事業の実施体制の確保に努めます。［福祉課］ 

 

⑤ 家族介護者への支援 

【現状】 

緊急時の受け入れや、障がい者を介護している家族の負担軽減等に資する短期入所サ

ービスや日中一時支援事業等について、周知を図りながら、サービス利用計画に基づき

支給決定を行っていますが、短期入所サービスについては供給量を上回るニーズがある

状況となっています。 

【今後の方向性】 

緊急時の対応の観点から、短期入所サービスについて、提供体制の確保に向けた取組

を推進します。［福祉課］  
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⑥ サービスの質の向上 

【現状】 

利用者本位のサービスが提供されるとともに、障がい福祉サービスや相談支援が円滑

に実施されるよう、障がい者自立支援協議会において、事業者同士や行政と事業者間の

連携を図っています。 

 また、研修会の開催、基幹相談支援センターによる相談支援事業所への専門的指導や

助言等により、サービスの質の向上を図っています。 

 一方、障害者支援施設及び共同生活援助事業所に対しては、地域の関係者を含む外部

の目を入れた「地域連携推進会議」を開催すること及び会議の構成員が事業所を見学す

る機会を設けることが新たに義務付けられ、令和７年度からは完全義務化されます。 

 利用者がその人らしく安心して暮らすことができるよう、事業者には、この仕組みも

うまく活用しながら、地域との連携を推進していくことが求められています。 

【今後の方向性】 

事業者数の増加により、障がい者自立支援協議会の規模が拡大していく中、事業者同

士や行政と事業者の情報共有体制・連携体制を構築していくとともに、人材確保等の課

題の共有を行いながら、サービスの量的・質的充実を図ります。 

 また、「地域連携推進会議」への参画により、事業者と地域の連携の促進を図ります。

［福祉課］ 

 

（４）社会参加の促進 

障がい者が生きがいを持って地域で暮らすことができるよう、関係機関と連携しながら、

地域交流や地域行事への参加促進を図ります。 

 

① 地域交流の促進 

【現状】 

交流に資する取組の一つとして、県が開催する障がい者スポーツ大会について、事業

所や各種団体、市民への参加勧奨を行っていますが、参加者数が減少傾向にあります。 

【今後の方向性】 

障がい者スポーツ大会等の交流機会に係る周知・啓発の強化を図ります。［福祉課］ 
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② 地域行事への参加促進 

【現状】 

障がい者が参加しやすいイベントとして、「福祉しょっぷ」の周知による参加促進を図

っています。 

 また、障がい者スポーツ教室を開催し、参加者同士の交流を図っています。 

【今後の方向性】 

「福祉しょっぷ」や障がい者スポーツ教室を継続して開催するとともに、新たなイベ

ントの開催についても、地域の状況等を考慮しながら検討を行います。［福祉課］ 

 

（５）スポーツ・文化活動への参加促進 

潤い豊かな生活を送ることができるよう、スポーツ・レクリエーション活動や文化・芸

術活動等への参加を促進することで、障がい者の地域の中での生きがいづくりを支援しま

す。 

 特に、障がい者スポーツについては、全国障害者スポーツ大会の開催を契機とした普及

促進を図ります。 

 

① スポーツ活動の参加機会の充実 

【現状】 

障がい者スポーツの普及のため、スポーツ推進委員と連携し障がい者スポーツ教室へ

の講師派遣や宮崎県障がい者スポーツ大会への参加支援を行っています。 

 また、全国障害者スポーツ大会の開催に向けた準備を進めるとともに、車いすバスケ

ットボール大会の誘致等も行っています。 

 さらに、「ガッツイ運動教室（健康運動教室）」への障がい者の参加受け入れや「こばや

し霧島連山絶景マラソン大会」における障がい者部門の設置を行い、健常者とともに運

動・スポーツを楽しむ機会の提供も行っています。 

【今後の方向性】 

これまでの取組を継続して実施していくとともに、全国障害者スポーツ大会の開催も

見据え、関係機関・団体と連携しながら、障がい者スポーツ大会の開催等による障がい者

スポーツの普及促進を図るとともに、障がい者スポーツを通じた障がい者と健常者、障

がい者同士の交流の場の提供について検討を行いながら推進します。［福祉課・スポーツ

振興課・健康推進課］ 
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② 文化活動の参加機会の充実 

【現状】 

障がい者の文化・芸術活動や余暇活動への参加支援として、「こすもす祭」への参加協

力や公共施設の利用料に係る減免等を行っています。 

【今後の方向性】 

各種イベントや支援制度の周知等を図りながら、活動支援を引き続き行います。［福祉

課］ 

 

（６）人材の育成、ボランティア活動の推進 

多様化する障がい者のニーズ等に対応できるよう、サービス等の担い手となる福祉に関

わる人材の確保と活用、障がい者団体・ボランティア団体に対する活動支援等を推進しま

す。 

 

① 専門人材の確保 

【現状】 

福祉に携わる人材確保のため、事業者による新規就労に係る一時金（就職手当）の支給

を支援する「福祉人材確保対策支援金制度」を令和５年度から開始し、令和６年度から対

象要件の緩和を行っています。 

 また、障がい者福祉に携わる人材としての資質向上のため、研修への参加促進等に努

めています。 

【今後の方向性】 

引き続き、事業者の人材確保の取組に対する支援に努めます。［福祉課］ 

 

② ボランティア活動の促進 

【現状】 

ボランティア活動の促進を図るため、小林市社会福祉協議会が設置している「小林市

ボランティアセンター」を中心に、関係機関と連携しながら、中学生や高校生といった若

い世代を含む、ボランティアの養成及びボランティア団体の機能強化を図っています。 

 また、地域における生活支援ボランティア活動を推進しており、現在 57行政区中 12

行政区において、生活支援ニーズに対応するための活動が行われています。 

【今後の方向性】 

今後も「小林市ボランティアセンター」を中心に、ボランティアの養成及びボランティ

ア団体の機能強化を図るとともに、生活支援ボランティアの未実施地区における働きか

けを推進します。［福祉課］ 



102 

 

 

③ ボランティアに関する情報提供の充実 

【現状】 

生活支援コーディネーターだよりや社協だより、市の広報等を通して、ボランティア

活動や支援内容、講座等の情報提供や紹介を行っています。 

【今後の方向性】 

現在実施している情報提供の取組の拡充やその他の手法の検討等を行います。［福祉課］ 

 

 

６ 保健・医療 

乳幼児期から高齢期までの各ライフステージの疾病予防を図るとともに、疾病を早期に

発見して適切な治療を行うなど、障がい者がきめ細やかな保健・医療サービスを受けるこ

とができる体制づくりを推進します。 

 

（１）障がいの原因となる疾病等の予防と早期支援 

障がいの早期発見・予防・支援のため、乳幼児期から高齢期までの各ライフステージに

応じた健康に関する取組を推進します。 

 

① 乳幼児期における支援体制の充実 

【現状】 

乳幼児健診等を通して、療育の必要な児童を早期に療育につなげられるよう、健診受

診率の向上に努めており、療育が必要な可能性があると判断された児童については、医

療機関の受診や、公認心理師や言語聴覚士が対応する相談を受けることを勧奨していま

す。 

 また、療育が必要な児童の早期発見・早期療育につながるよう、保育施設等と連携を図

っています。 

 療育が必要と判断された場合には、相談支援事業所と連携し、サービス利用計画に基

づき、児童発達支援の利用に係る支給決定を行っています。 

【今後の方向性】 

様々な機会において、適切に療育が必要な児童を発見し、早期療育につなげられるよ

う努めます。 

 療育の実施にあたっては、児童発達支援の利用者が増加傾向にあることから、提供体

制の確保に向けた取組を推進します。［こども課・福祉課］ 
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② 成人に係る各種健（検）診等の実施 

【現状】 

障がいの原因となる疾病等の予防や病気の早期発見・早期治療につなげるため、特定

健康診査や各種がん検診の対象者全員への通知による健（検）診の受診勧奨等による受

診率向上を図っています。 

 また、特定健康診査の結果に応じた、精密検査等の受診勧奨や特定保健指導を行い、障

がいの原因となる疾患の重症化予防に努めています。 

【今後の方向性】 

特定健康診査の受診率は改善しているものの、十分であるとは言えないことから、受

診環境の整備、勧奨の実施、広報による周知啓発等を継続的に実施することで、受診率向

上を図ります。 

 また、精密検査等の受診勧奨や特定保健指導の実施を引き続き行うとともに、出前健

康講座や、イベント等での健康相談、広報等による健康情報の発信等を通じて、市民全体

の健康意識の向上を図ります。［健康推進課］ 

 

③ 精神保健対策の充実 

【現状】 

こころの健康セミナー等の健康教育を通じて、市民一人一人が自身のこころの健康の

維持・増進を図ることができるよう努めています。 

 また、必要に応じて、適切な相談機関・窓口へのつなぎを行うとともに、相談者本人の

意思を尊重しつつ、相談機関・窓口間の連携や情報共有に取り組んでいます。 

【今後の方向性】 

これまでの取組を引き続き実施するとともに、相談者が抱える多様化・複合化した課

題に包括的に対応できる体制の構築を図ります。［健康推進課・福祉課］ 
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（２）医療体制の確保 

障がいのあるなしにかかわらず、身近な地域で適切な医療が受けられるよう、医療機関

と連携を図り、医療体制の確保に努めます。 

 

① 地域医療体制の確保 

【現状】 

市内の精神病床を有する病院数は精神科２機関であり、発達障がいについては、小児

科１機関、精神科１機関で診療等が行われています。 

 また、小林看護医療専門学校に対する支援や看護学生への奨学金の貸与・返還の一部

補助を行い、地域医療を担う人材の育成・確保に努めています。 

 その他、地域医療に係る市民団体への支援や協働による活動の推進に努めています。 

【今後の方向性】 

現在の地域医療体制を維持・継続できるよう、関係機関と連携を図りながら、地域医療

体制の確保のための取組を推進します。［健康推進課］ 

 

② 救急医療体制の確保 

【現状】 

県が整備・運営する病院群輪番制による24時間体制の精神科救急医療体制において、

市内の精神科１機関が参加しています。 

 また、西諸医師会の協力の下、日曜祝日在宅当番医制ならびに時間外急病診療体制を

実施しており、日曜・祝日は小児科の急病患者の診療体制を充実させているほか、宮崎県

救急医療行政連絡協議会との連携により、ドクターヘリの運用も行っています。 

 その他、宮崎大学医学部に寄附講座を開設し、災害・救急医療体制の強化を図っていま

す。 

【今後の方向性】 

現在の救急医療体制を維持・継続できるよう、関係機関と連携を図りながら、救急医療

体制の確保のための取組を推進します。［健康推進課］ 

 

③ 歯科治療に関する情報提供 

【現状】 

障がい者歯科診療に携わる歯科医等の情報の把握に努めていますが、情報を必要とす

る人への情報提供までには至っていない状況にあります。 

【今後の方向性】 

障がい者が安心して歯の治療を受けられるよう、必要な情報の把握に努めるとともに、

相談があった場合等において、適宜情報提供を行います。［健康推進課］  
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（３）福祉・保健・介護・医療の連携 

地域社会において障がい者が安心して生活を送るため、行政機関や施設、病院、その他

関係機関等との連携の強化を図ります。 

 また、福祉・保健・介護・医療の一体的な提供の観点から、ケアマネジメント（計画相

談）の質の向上を図ります。 

 

① 関係機関等との連携強化 

【現状】 

障がい者自立支援協議会等を通じて、行政機関や施設、病院、その他関係機関との連携

を図っています。 

【今後の方向性】 

引き続き、障がい者自立支援協議会等を通じて、関係機関との連携を図ります。［福祉

課］ 

 

② ケアマネジメント（計画相談）の質の向上 

【現状】 

障がい者自立支援協議会相談支援部会での事例検討や「にしもろ基幹相談支援センタ

ー」による指導助言等により、ケアマネジメント（計画相談）の質の向上を図っています。 

【今後の方向性】 

これまでの取組を引き続き推進していくとともに、「にしもろ基幹相談支援センター」

が相談支援の中核として活動できるよう、専門職員の確保に努めます。［福祉課］ 

 

③ 医療的ニーズへの対応 

【現状】 

関係機関等が連携を図るための協議の場として、障がい者自立支援協議会を設置して

いますが、令和４年度には、医療的ケア児支援のための協議の場を設置し、関係機関間で

必要な情報の把握と共有に努めています。 

【今後の方向性】 

医療的ケアが必要な人の把握に努めるとともに、協議の場を通じて関係機関との連携

を図ります。［福祉課］ 
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７ 生活環境 

障がい者の自立と社会参加を支援し、誰もが快適で暮らしやすい生活環境を整備するた

め、住宅の確保・住環境の改善を図るとともに、障がい者が安心して生活できる公共施設

等のバリアフリー化を推進します。 

 

（１）住環境の改善・住宅の確保 

障がい者が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、日常生活用具

給付事業に基づく住宅改修に要する費用の助成を継続するとともに、グループホームの開

設に対して支援を行います。 

 

① 住環境の改善 

【現状】 

日常生活用具給付事業に基づき、障がい者が居住する住宅への手すり取付けや段差解

消等に要する費用の助成を行っています。 

【今後の方向性】 

日常生活用具給付事業に基づく、住宅改修に係る費用助成を行います。［福祉課］ 

 

② 住宅の確保 

【現状】 

グループホームの整備について、開設相談のあった事業者に対し、補助事業に係る情

報提供等を行っています。 

【今後の方向性】 

グループホームの開設に対して必要に応じた支援を行います。［福祉課］ 
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（２）道路や公園等のバリアフリー化の推進 

道路や公園等の改修・整備時においては、バリアフリー化とともに、利便性・安全性の

向上を図り、誰もが利用しやすい道路や公園等の改修・整備に努めます。 

 

① 道路のバリアフリー化の推進 

【現状】 

バリアフリー整備事業において、障がい者等がスムーズな歩行ができるよう路面・歩

道の段差解消および側溝有蓋化を行い、障がい者の歩行安全・転落防止等の快適な生活

環境整備を図っています。 

【今後の方向性】 

整備が完了しておらず、交通弱者である高齢者や障がい者、児童生徒が安心、安全に道

路を通行できるよう通行帯等の整備、段差解消等のバリアフリー対策や防護柵等の交通

安全施設の充実が必要な箇所もある現状を踏まえ、高齢者や障がい者、児童生徒が安心、

安全に道路を通行できるよう歩道改良、段差解消等の整備を計画的に推進します。［建設

課］ 

 

② 公園等のバリアフリー化 

【現状】 

公園施設長寿命化計画に基づき、施設の維持管理や修繕を行うことで、公園の安全管

理及び障がい者等にやさしいバリアフリー環境づくりに努めており、おおむねバリアフ

リー化が完了している状況にあります。 

【今後の方向性】 

子どもから高齢者まで、利用者が憩いの場として交流できるよう、景観に配慮した公

園や緑地の維持管理を図るとともに、障がい者等にやさしいバリアフリー環境の維持に

努める一方、財政面の課題も生じていることから、ニーズ等を踏まえた整備規模の検討

を行いながら推進を図ります。［建設課］ 

 

  



108 

 

 

（３）公共交通機関のバリアフリー化の推進 

公共交通機関について、障がい者が利用しやすいよう、利便性・安全性の向上の推進を

図ります。 

 

① コミュニティバスのバリアフリー化の推進 

【現状】 

現在、コミュニティバス車両については、車いすに対応していないものの、車いすによ

る利用の相談があった場合には、指定管理者保有のノンステップバスの活用による対応

が可能な状況となっています。 

【今後の方向性】 

車両更新の際に、車いすに対応する車両への更新を検討します。［企画政策課］ 

 

（４）公共施設のバリアフリー化の推進 

宮崎県制定の「人にやさしい福祉のまちづくり条例」等に基づき、公共施設のバリアフ

リー化を推進します。 

 

① 公共施設のバリアフリー化の推進 

【現状】 

公共施設を整備する際には、「人にやさしい福祉のまちづくり条例」等に基づき、計画

設計段階からバリアフリーへの配慮を行っています。 

【今後の方向性】 

引き続き、整備時におけるバリアフリー化を推進します。［管財課］ 
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８ 情報・コミュニケーション 

障がい者が円滑に情報を取得・利用し、意思表示やコミュニケーションを行うことがで

きるよう、情報通信における情報アクセシビリティ（情報の利用しやすさ）の向上、情報

提供の充実、コミュニケーション支援の充実等を推進します。 

 

（１）情報提供体制の充実、行政情報のバリアフリー化 

障がい者が円滑に情報を取得・利用し、意思表示を行うことができるよう、情報提供の

充実等、情報の利用におけるアクセシビリティの向上を推進します。 

 

① 情報提供体制の充実 

【現状】 

「しょうがいしゃのしおり」や広報紙、市ホームページ等を活用し、障がい者やその家

族等に対し、わかりやすい情報提供ができる体制の充実に努めています。 

【今後の方向性】 

提供手法の改善や内容の更新等を随時行い、分かりやすい情報提供に努めます。 

 また、基幹相談支援センターと連携し、福祉サービスや提供施設の紹介、イベントの情

報発信等を行います。［福祉課］ 

 

② 行政情報のバリアフリー化 

【現状】 

市のホームページについては、バリアフリー化されており、音声読み上げや文字の拡

大、ふりがな表示等に対応しています。 

 また、視覚障がい者に対する取組として、ボランティアによる広報紙等の音訳ＣＤの

作成・配布を行っています。 

【今後の方向性】 

様々な障がいの特性に対応した行政情報のバリアフリー化について、関係機関・団体

等と連携しながら推進を図ります。［福祉課］ 
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（２）意思疎通支援の充実 

聴覚障がい者等のコミュニケーションを確保するため、手話通訳者・要約筆記者の確保

に努めます。 

 また、障がい者が外出機会において必要な支援や配慮を受けられるよう、ヘルプマーク

の周知を図ります。 

 

① 手話通訳者・要約筆記者等の確保 

【現状】 

手話及び要約筆記に係る養成講座をそれぞれ開催しています。 

【今後の方向性】 

手話及び要約筆記に係る養成講座について、広報紙や防災ラジオ等を活用した周知を

図り、市民の受講促進を図ります。［福祉課］ 

 

② 小林市手話言語条例に基づく取組の推進 

【現状】 

平成 30年４月に施行した「小林市手話言語条例」に基づき、手話の啓発や普及を図っ

ており、令和２年度より小・中学校のこすもす科の授業におけるカリキュラムに、手話が

盛り込まれています。 

 また、令和６年４月より広報紙に手話コーナーが設けられています。 

【今後の方向性】 

これまでの取組を引き続き推進していくとともに、手話を必要とする人の定期的な利

用が想定される病院や銀行といった事業所における手話教室の開催について、検討を行

います。［福祉課］ 

 

③ 障がい者に関するマーク等の周知 

【現状】 

意思疎通に困難を抱えるなど、外見では障がいの有無が分かりにくい障がい者が、外

出機会等において必要な支援や配慮を受けることができるよう、福祉課窓口にてヘルプ

マークの交付を行っています。 

【今後の方向性】 

ヘルプマークの普及を図っていくとともに、広く市民の理解が得られるよう周知を図

ります。［福祉課］ 
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（３）情報機器等の普及促進 

障がい者の円滑な情報の取得・利用や意思疎通を支援するため、情報収集や情報伝達、

意思疎通を支援する機器の普及を図ります。 

 

① 情報機器等の取得に係る周知・啓発 

【現状】 

日常生活用具給付事業に基づき、情報取得や情報伝達、意思疎通に資する機器等の取

得に要する費用の助成を行っています。 

【今後の方向性】 

窓口への福祉機器に係るチラシ等の設置を通して、福祉機器に関する周知に努めます。

［福祉課］ 
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９ 防災・防犯等 

障がい者が地域社会において、安全に安心して生活することができるよう、防災・防犯

対策や消費者被害からの防止対策等を推進します。 

 

（１）防災対策の推進 

関係課や関係機関が連携して、災害等の緊急時における災害時避難行動要支援者の把握

に努めるとともに、災害時の支援体制の確保といった防災対策を推進します。 

 また、障がい者に配慮した避難所の整備に努めます。 

 

① 防災情報の提供体制の整備 

【現状】 

災害に関する情報が市民に行き届くよう、防災行政無線を整備するとともに、聴覚障

がい者等に対し、文字表示付き防災ラジオの貸与を行っています。 

【今後の方向性】 

防災行政無線や防災ラジオ以外の情報提供手段として、メールサービスや公式ＳＮＳ

等も活用しながら、障がい特性に応じた情報提供体制の整備を図ります。［危機管理課］ 

 

② 避難行動要支援者に対する支援体制の充実 

【現状】 

避難行動要支援者及びその家族、関係機関、自主防災組織等と連携し、要支援者個別の

災害発生時における避難経路や避難方法等について情報共有を図っています。 

 また、小林市社会福祉協議会と連携を図りながら、災害時避難行動要支援者システム

を活用した台帳作成を行い、民生委員・児童委員等による見守りにも活用しています。 

 一方、大規模災害等に備えた個別避難計画の作成が喫緊の課題となっていますが、担

い手となる人手不足や民生委員・児童委員の負担増等により、進展していない状況にあ

ります。 

【今後の方向性】 

引き続き、避難行動要支援者及びその家族、関係機関、自主防災組織との連携強化を図

るとともに、個別避難計画の作成について、専門職との連携を図りながら推進を図りま

す。［危機管理課・福祉課］ 
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③ 災害時における関係機関との連携 

【現状】 

小林市や保健所、消防署、警察署等の関係機関が実施する防災訓練等に相互に参加し、

連携強化を図っています。 

【今後の方向性】 

医療機関をはじめとした関係機関との平常時からの相互の連携強化に努め、災害時に

おける医療体制の確保を図ります。［危機管理課］ 

 

④ 障がい者に配慮した避難所の整備 

【現状】 

指定避難所については、段階的な物資の確保や建替時等におけるトイレの設備等を推

進しています。 

 福祉避難所については、市内の社会福祉施設等と連携を図りながら整備を進めていま

すが、ニーズの把握や想定される必要数の確保には至っていない状況にあります。 

【今後の方向性】 

指定避難所については、障がいの特性を踏まえた設備・備品等の段階的な整備に努め

ます。 

 福祉避難所については、避難所数の確保に向けて、関係課で情報共有を図ります。［危

機管理課・福祉課］ 

 

⑤ 地域の防災活動への参加促進 

【現状】 

各自主防災組織において実施される、避難誘導訓練や初期消火訓練、応急手当訓練、炊

き出し訓練等の防災訓練において、障がい者を含む全ての住民が参加できるよう働きか

けを行っています。 

【今後の方向性】 

自主防災組織と連携し、防災訓練等に参加していない住民や自治会未加入者にも訓練

等に参加してもらえるような方法について検討を行い、障がい者を含む全ての住民の防

災活動への参加促進を図ります。［危機管理課］ 
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⑥ 防災対策の啓発 

【現状】 

自主防災組織が実施する防災訓練等に職員が出向き、防災講話の実施や機材の使用方

法等の訓練を行うことにより、平常時からの自助・共助の重要性について周知を図って

います。 

【今後の方向性】 

各自主防災組織等が取り組んでいる防災活動等に対する地域住民の理解を促すため、

平常時からの自助・共助の重要性及び各自主防災組織の活動内容について、広報紙やホ

ームページ等で周知を図ります。［危機管理課］ 

 

（２）防犯対策の推進 

多様化する特殊詐欺や消費者トラブル等の被害防止のため、広報紙やイベント等におい

て情報発信を行うとともに、各種相談窓口の周知を行います。 

 

① 防犯対策の啓発、防犯活動 

【現状】 

警察署や小・中学校等の関係機関、小林市防犯協会等の防犯団体、自治会等の地域組織

との情報共有・連携強化を図りながら、防犯活動を推進しています。 

【今後の方向性】 

関係機関・団体等と連携しながら、地域における防犯意識の高揚及び防犯活動の推進

に努めます。［危機管理課］ 

 

② 消費者トラブルの防止と支援 

【現状】 

消費者トラブルの情報や防止策等について情報周知を図るとともに、相談窓口を開設

し、消費者トラブル等に係る相談に対応しています。 

【今後の方向性】 

障がい等により、「消費者トラブルに遭っている」との認識につながらないケースも想

定されることから、障がい者を支援するさまざまな関係者と連携し、消費者トラブルの

把握、適切な支援対応に努めます。［市民課］ 
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10 行政サービス等における配慮 

障がい者に対し、適切な配慮を提供できるよう、職員等に対する障がい者への理解促進

を図ります。 

 また、障がい者が選挙権等を円滑に行使することができるよう、選挙等における配慮を

行います。 

 

（１）行政サービスにおける合理的配慮の提供 

障害者差別解消法に基づき、障がい者に対する適切な配慮を提供することができるよう、

職員等における障がい者への理解の促進に努めます。 

 

① 必要かつ合理的な配慮の提供体制の構築 

【現状】 

障害者週間にポスター掲示やチラシ配布等を通じて、合理的配慮に係る周知を図りま

した。 

 また、聴覚障がいに対する理解を深めるため、手話講座への参加者募集を行っていま

す。 

【今後の方向性】 

これまでの取組を継続して実施するとともに、窓口等における障がい者への配慮の徹

底を図るため、職員に対する研修会の開催等についても検討を行います。［福祉課］ 

 

（２）選挙等における配慮 

障がい者が選挙権等を円滑に行使することができるように、障がい者に対して、選挙等

における配慮を行います。 

 

① 情報提供の推進 

【現状】 

障がい者の選挙等に係る取組として、点字を使った選挙公報の提供や知的障がい者へ

の選挙解説 DVD の作成、付添人や家族を対象に投票方法を解説したパンフレットの作

成といった取組が行われていますが、全ての障がい者に配慮されている状況にはないと

考えられます。 

【今後の方向性】 

ニーズの把握を行いながら、対応が可能と考えられる手法については、随時実施を検

討します。［選挙管理委員会］ 
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② 投票環境の整備 

【現状】 

各庁舎に開設される期日前投票所については、バリアフリー化に対応した環境が整備

されています。 

 投票日に開設される投票所においては、車いすの配置や一部の投票所でのスロープ設

置を行っています。 

 代理投票や点字投票者への対応については、適切な対応の実施に努めています。 

【今後の方向性】 

投票日に開設される投票所においては、市の管理外の施設も数多くあることから、可

能な範囲内でバリアフリー対策を実施します。 

 また、一部の投票所において求められている履物の着脱について、身体的な負担とな

ることも考えられることから、履物の着脱なしで投票できるような対応の実施について

も、今後検討します。［選挙管理委員会］ 

 

③ 投票機会の確保 

【現状】 

投票所での投票が困難な障がい者の投票機会を確保するため、指定施設における不在

者投票や郵便による不在者投票に対応しています。 

【今後の方向性】 

不在者投票については、対象者や投票の手続きが分かりにくいといった課題があるこ

とから、周知と必要に応じた支援の提供に努めます。 

 また、対象者の拡大に関する要望が多く寄せられている状況にあることを踏まえ、国

の制度改正について注視し、改正があった場合には必要に応じた対応を図ります。［選挙

管理委員会］ 
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第６章 計画の推進 
 

 

１ 計画の推進体制 

（１）計画の周知 

障がいのある人もない人もともに暮らす地域の実現に向けて、障がい、障がい者及び障

がい者施策に関する正しい理解と関心を一層高めていく必要があります。 

 本計画について、ホームページ等を通じて広く一般に周知し、障がい者及び家族、地域

住民、障がい者支援に関わる人々の共通の理解を得ながら計画を推進します。 

 

（２）計画の推進体制の整備 

障がい者施策の推進のためには、福祉のみならず、保健、医療、教育、労働、まちづく

り等、様々な分野の連携が重要になります。 

 このため、計画に盛り込まれた各施策の実現のため、関係部署・関係機関の連携を強化

し、障がい者施策の効果的・効率的な推進を図ります。 

 

２ 計画の点検・評価 

計画の推進のためには、計画策定（Ｐlan）後、計画に基づく取組（Do）の達成状況を

継続的に把握・評価（Check）し、その結果を踏まえた計画の改善（Action）を図るとい

った、ＰＤＣＡサイクルによる適切な進行管理が重要となります。 

 計画の進行管理と点検・評価にあたっては、計画に定める事項について、定期的にその

実績を把握し、関連施策の動向も踏まえながら分析・評価を行い、必要があると認めると

きには、計画の変更や事業の見直し等の措置を講じます。 
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資料編 
 

 

１ 小林市障害者施策推進協議会条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、障害者基本法(昭和 45 年法律第 84 号)第 36 条第 4 項の規定に基づき、小林

市障害者施策推進協議会(以下「協議会」という。)の組織及び運営に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

（１） 障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項を調査審議すること。 

（２） 障害者に関する施策の推進について必要な関係行政機関相互の連絡調整を要する事項を 

調査審議すること。 

（組織） 

第３条 協議会は、委員 25人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱又は任命する。 

（１） 学識経験者 

（２） 障害者 

（３） 障害者の福祉に関する事業に従事する者 

（４） 関係行政機関の職員 

（５） 市職員 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、2年とし再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長の設置） 

第５条 協議会に会長を置き、委員の互選によって定める。 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総括する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長が指名する委員が、その職務を代行する。 

（会議） 

第６条 協議会は、会長が招集し会議の議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（庶務） 

第７条 協議会の庶務は、福祉事務所において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成 18年 3月 20日から施行する。 
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２ 小林市障害者施策推進協議会委員名簿 

 

 所 属 職 名 氏 名 

1 西諸医師会 事務局長 遊木  和敏 

2 小林保健所 次長 藤元  信孝  

3 小林市社会福祉協議会 会長 𠮷丸  政志 

4 小林市社会福祉協議会 須木支所 支所長 有木  幹生 

5 小林市社会福祉協議会 野尻支所 支所長 下村  光伸 

6 小林公共職業安定所 所長 岩下  利男 

7 小林市区長会 会長 橋ノ口 孝一 

8 小林市民生委員・児童委員協議会 会長 𠮷脇  辰男 

9 小林市あかつき福祉協会 会長 早田  孝信 

10 小林市視覚障がい者福祉会 会長 山下 美智雄 

11 西諸聴覚障がい者協会 小林支部 支部長 徳永  吉朗 

12 
障害者支援施設 日章野菊の里  
障害者支援センター 

園長 吉田  耕二 

13 指定障害福祉サービス事業所 ふれあいの里 施設長 小田  恭子 

14 障害者支援施設 ありの実園 園長 近見  裕介 

15 障害者支援施設 あさひの里 園長  原口   貢 

16 就労継続支援Ｂ型事業所 ふれあいさろん「元気」 管理者 紙屋  正嗣 

17 NPO 法人 あゆみの会 理事長 飯谷  哲男 

18 NPO 法人 西諸地域活動センター菜の花 施設長 吉村  洋子 

19 医療法人浩然会 内村病院 精神保健福祉士 窪谷 くみ子 

20 小林市 副市長 鶴水  義広 

21 小林市 教育長 大山  和彦 

22 小林市 福祉事務所長 冨満  聖子 

23 小林市 健康推進課長 深見  順一 

24 小林市 
須木庁舎 

住民生活課長 藤崎  浩一 

25 小林市 
野尻庁舎 

住民生活課長 
野口  健史 
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３ 小林市障害者計画策定委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 障害者のための施策を総合的かつ計画的に推進するための計画素案を策定するため、小林

市障害者計画策定委員会（以下「策定委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 策定委員会は、次に掲げる事務を行う。 

（１） 障害者計画の総合的な計画立案に関すること。 

（２） 障害者計画の連絡調整に関すること。 

（組織） 

第３条 策定委員会の委員は、市職員のうちから市長が任命する。 

（委員長） 

第４条 策定委員会に委員長を置き、福祉事務所長をもって充てる。 

２ 委員長は、会務を総括する。 

３ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長の指名する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 策定委員会は、委員長が招集し会議の議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員長は、必要があると認めたときは、委員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（審議） 

第６条 策定委員会は、策定事項について小林市障害者施策推進協議会の審議を経るものとする。 

（任期） 

第７条 委員の任期は、障害者計画の策定完了の日までとする。 

（報告） 

第８条 策定委員会は、策定結果を速やかに市長に報告するものとする。 

（庶務） 

第９条 策定委員会の庶務は、福祉事務所において処理する。 

（委任） 

第１０条 この告示に定めるもののほか、策定委員会の設置に関し必要な事項は、福祉事務所長が

別に定める。 

附 則 

この告示は、平成 18年３月 20日から施行する。 
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４ 小林市障害者計画策定委員会委員名簿 

 

 所 属 職 名 氏 名 

1 学校教育課 学校教育グループ主幹 西  清 志 

2 管財課 管財グループ主幹 髙妻  朋博 

3 企画政策課 企画政策グループ主幹 今村  宏之 

4 危機管理課 危機管理グループ主幹 濵﨑  一博 

5 健康推進課 健康総務グループ主幹 緒方  美保 

6 建設課 総務管理グループ主幹 兒 玉  聡 

7 こども課 こども保育グループ主幹 西郷  京太 

8 市民課 人権グループ主幹 田中  健介 

9 社会教育課 生涯学習グループ主幹 髙 妻  司 

10 選挙管理委員会 選挙グループ主幹 田爪  定美 

11 スポーツ振興課 学校給食グループ主幹 宮山あさみ 

12 総務課 職員グループ主幹 柚木脇 大輔 

13 長寿介護課 自立支援グループ主幹 永野  真吾 

14 福祉事務所 所長 冨満  聖子 

15 福祉課 課長 末元  利男 

16 福祉課 障がい福祉グループ主幹 花畑  慎吾 
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５ 用語解説 

・あ行 

用語 解説 

アクセシビリティ  施設・設備、サービス、情報、制度等の利用しやすさのこと。 

医療費助成制度  

重度の身体障がい者又は知的障がい者が健康保険による医療を

受けたとき、他の法令などにより医療費の給付を受けている場合

を除き、支払われた医療費の一部を助成する。ただし、所得制限が

ある。  

インクルーシブ教

育  

人間の多様性の尊重等を強化し、障がい者が精神的及び身体的

な能力等を可能な最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に

参加することを可能にするという目的の下、障がいのある者と障

がいのない者が共に学ぶ仕組み。 

おもいやり駐車場

制度  

歩行が困難な人に利用証を交付することで、商業施設や病院、官

公庁などの公共的施設の駐車スペースを確保するもの。制度対象

者は、障がい者や高齢者、妊産婦など歩行が困難な人で、利用証を

車内に掲示している。利用できる駐車場は、県に登録した駐車場

で、駐車区内に「おもいやり駐車場」であることを示すステッカー

を掲示している。 

 

・か行 

用語 解説 

基幹相談支援セン

ター  

障がいのある人やその家族が、住み慣れた地域で安心して生活

できるように、各種相談や情報提供、関係機関との連携等、総合的

な支援を行う機関。 

教育支援ファイル

「絆」  

障がいや病気の有無にかかわらず、支援や配慮を必要とする子

どもの情報を整理し、家族や関係機関が共通理解を持って支援を

行っていくことを目的に本市で研究、開発された相談支援ファイ

ル。  

高次脳機能障がい  

病気や事故など様々な原因で脳が部分的に損傷されたために、

言語、思考、記憶、行為、学習、注意などの知的な機能に障がいが

起こった状態。 

小林市手話言語条

例  

本市では、手話が言語であるとの認識に基づき、手話の理解と広

がりをもって、全ての市民が互いに助け合いながら安心して暮ら

すことができる小林市を目指し制定し、平成 30 年 4 月 1 日から

施行されている。 
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・さ行 

用語 解説 

災害時避難行動要

支援者  

災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避

難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保

を図るため特に支援を要する者。 

重層的支援体制整

備事業  

既存の相談支援体制や地域づくり支援の取組を活かし、子ども・障

がい・高齢・生活困窮といった分野別の支援体制では対応しきれない

ような地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な

支援体制を構築するため、「属性を問わない相談支援」「参加支援」

「地域づくりに向けた支援」を一体的に実施する事業。 

就労移行支援  

就労を希望する 65 歳未満の障がい者に対して、生産活動や職場

体験等の機会の提供を通じた就労に必要な知識や能力の向上のた

めに必要な訓練、就労に関する相談や支援を行う障がい福祉サー

ビス。  

障害児福祉手当  

20 歳未満で、精神（知的も含む）又は身体に重度の障がいを有

し、日常生活において常時介護を必要とする人に支給される手当。

ただし、施設等に入所している人は該当しない。  

障害者虐待防止法  
障がい者の虐待の予防と早期発見及び養護者への支援を講じる

ための法律で平成 24 年 10 月に施行されている。  

障害者雇用促進法  
障がい者の雇用促進を図るため、事業主の義務や障がい者本人

への公的支援措置などを規定する法律。 

障害者差別解消法  

障がいを理由とする差別の解消を推進することにより、全ての

国民が障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人

格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現を目的とした法

律で、平成 28 年４月に施行されている。この法律では、「不当な

差別的取扱い」と「合理的配慮をしないこと」が差別となる。 

・不当な差別的取扱い 

例えば、車いすを利用していることでレストランへの入店を断

ることや、障がいがあるという理由でアパートを貸さないことは、

障がいを理由とする不当な差別的取扱いとなる。  

・合理的配慮 

例えば、車いすを利用している人が乗り物に乗る時に手助けを

することや、窓口で障がい者の障がい特性に応じたコミュニケー

ション手段（筆談、読み上げなど）で対応することなど、障がい者

の特性に応じた必要な工夫ややり方を選択することを合理的配慮

という。  

障害者の権利に関

する条約  

障がい者の人権及び基本的自由の享有を確保し、障がい者の固

有の尊厳の尊重を促進することを目的として、障がい者の権利の

実現のための措置等について定められた条約。 

身体障害者手帳  
身体障害者福祉法に定める身体上の障がい者に対して交付され

る。障がいの程度により１級から６級の等級が記載されている。 

精神障害者保健福

祉手帳  

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づき、一定程度

の精神障がいの状態にあると認定された人に対して交付される。

精神障害者保健福祉手帳の等級は、1 級から 3 級まである。 

成年後見制度  

知的障がい、精神障がい、認知症などの理由で判断能力の不十分

な方々を保護し、財産管理、契約、遺産分割の協議等の支援を行う

制度。  
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・た行 

用語 解説 

地域連携推進会議  

居住系サービスである障害者支援施設及び共同生活援助事業所

において設置が義務付けられている、利用者・利用者家族・地域の

関係者・福祉に知見のある人・経営に知見のある人・市町村担当者

等により構成される会議。会議をおおむね年に１回以上開催する

とともに、会議の構成員が事業所を見学する機会をおおむね年に

１回以上設けることが求められている。外部の目を入れることで、

「利用者と地域との関係づくり」「地域の人への施設等や利用者に

関する理解の促進」「施設等やサービスの透明性・質の確保」「利

用者の権利擁護」が図られることが期待されている。  

特別児童扶養手当  

精神又は身体に障がいを有する 20 歳未満の児童を監護してい

る父若しくは母、又は父母にかわって養育している人に支給され

る手当。ただし、障がい児が施設等に入所している場合は該当しな

い。  

特別障害者手当  

20 歳以上で、精神又は身体に重度の障がいを有し、日常生活に

おいて常時特別の介護を必要とする人に支給される手当。ただし、

施設等に入所している人及び病院等に３か月以上入院している人

は該当しない。 

 

・な行 

用語 解説 

難病  

発病の機構が明らかでなく、かつ、治療方法が確立していない希

少な疾病であって、当該疾病にかかることにより長期にわたり療

養を必要とすることとなるもの。 

日中一時支援事業  

一時的に見守り等の支援が必要な障がい者に対し、日中におけ

る活動の場を提供し、見守り、社会に適応するための日常的な訓練

を行うことで、その家族の就労及び生活支援等を行う事業。 
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・は行 

用語 解説 

発達障がい  

自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障がい、学習障

がい、注意欠陥多動性障がい、その他これに類する脳機能の障がい

であって、その症状が通常低年齢において発現するものとして政

令で定めるものをいう。 

人にやさしい福祉

のまちづくり条例  

人にやさしい福祉のまちづくりに関し、宮崎県、事業者、県民の

役割を明らかにするとともに、県の施策の基本方針や必要な施策

を定めることにより、人にやさしい福祉のまちづくり総合的な推

進を図り、もって県民の福祉の推進に資することを目的としてい

る。  

福祉しょっぷ  
小林市内の障がい福祉サービス事業所で作られた製品を展示・

販売し、障がいについての理解促進を図るもの。  

福祉売店えみあす  

小林市内の福祉事業所での生産品を販売する場であり、福祉事業所

の利用者が販売員となって、障がいのある人の就労機会を提供すると

ともに、知識・能力の向上のための訓練の場、障がい者に対する正し

い知識と理解の普及を図る場として、小林市役所本館に開設されてい

るもの。 

福祉避難所  

災害時に、一時避難所では避難生活が困難な高齢者や障がい者、

乳幼児など特に配慮を要する人たち（要配慮者）を滞在させること

を想定した避難施設。 

保育所等訪問支援  

保育所その他の児童が集団生活を営む施設を訪問し、その施設

における発達に不安のある幼児、児童以外の児童との集団生活へ

の適応のための専門的な支援その他の便宜の供与を行う事業。 

法定雇用率  
従業員数が一定以上の民間企業や国、地方自治体などに対し、障

害者雇用促進法によって義務づけられた障がい者の雇用割合。 

 

・や行 

用語 解説 

ユニバーサルデザ

イン  

あらかじめ、障がいの有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多

様な人々が利用しやすいよう都市や生活環境をデザインする考え

方。  

要約筆記者  
話されている内容を要約し、文字として聴覚障がい者へ伝える

通訳者。  

 

・ら行 

用語 解説 

療育手帳  
児童相談所又は知的障害者更生相談所において知的障がいがあ

ると判定された人に対して交付されるもの。 
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６ 小林市手話言語条例 

 

平成 29年 12月 22日 

条例第 22号 

 

言語は、互いの感情を分かり合い、知識を蓄え、文化を創造する上で不可欠なものであり、人類

の発展に大きく寄与してきました。 

手話は、音声言語である日本語とは異なる言語であり、手指や体の動き、表情を使って視覚的に

表現する言語です。ろう者は、ものごとを考え、コミュニケーションを図り、互いの気持ちを理解

し合うために、また、知識を蓄え、文化を創造するために必要な言語として手話を大切に育んでき

ました。 

しかしながら、これまで手話が言語として認められてこなかったことや、手話を使用することが

できる環境が整えられてこなかったことなどから、ろう者は、必要な情報を得ることもコミュニケ

ーションを図ることもできず、多くの不便や不安を感じながら生活してきました。 

こうした中で、平成 18年に採択された障害者の権利に関する条約や平成 23年に改正された障害

者基本法において、手話が言語として位置付けられました。手話を必要とする人がいつでもどこで

も安心して意思疎通を図ることができる地域社会の構築が求められています。 

ここに、手話が言語であるとの認識に基づき、手話の理解と広がりをもって、全ての市民が互い

に助け合いながら安心して暮らすことができる小林市を目指し、この条例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は、手話が言語であるとの認識に基づき、手話の理解及び普及並びに手話を使用

しやすい環境の構築に関し、基本理念を定め、市の責務並びに市民及び事業者の役割を明らかに

するとともに、総合的かつ計画的に施策を推進し、もって全ての市民が共生することができる地

域社会を実現することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 ろう者が自立した日常生活を営み、地域における社会参加に努め、全ての市民と相互に人

格と個性を尊重し合いながら、心豊かに共生することができる地域社会の実現を目指すものとす

る。 

２ 手話が言語であることを認識し、手話への理解の促進及び手話の普及を図り、手話でコミュニ

ケーションを図りやすい環境を構築するものとする。 

３ ろう者は手話による意思疎通を円滑に図る権利を有し、その権利は尊重されなければならない。 

（市の責務） 

第３条 市は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、手話の普及を推進すると

ともに、ろう者があらゆる場面で手話による意思疎通ができ、自立した日常生活や地域における

社会参加を保障するため、必要な施策を講ずるものとする。 

（市民の役割） 

第４条 市民は、基本理念に対する理解を深め、市が推進する施策に協力するよう努めるものとす

る。 

２ ろう者は、市が推進する施策に協力するとともに、手話の意義及び基本理念に対する理解の促

進並びに手話の普及に努めるものとする。 
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（事業者の役割） 

第５条 事業者は、基本理念に対する理解を深め、ろう者が利用しやすいサービスを提供するよう

努めるものとする。 

２ 事業者は、ろう者が働きやすい環境を整備するよう努めるものとする。 

（学校における理解の促進） 

第６条 市は、学校教育の場において、基本理念にのっとり、手話に接する機会の提供その他の手

話に親しむための取組を通じて、児童生徒等に対し、手話への理解の促進に努めるものとする。 

２ 市は、学校教育の場において、手話を必要とする児童生徒等に対し、手話による学習支援に努

めるものとする。 

（施策の推進） 

第７条 市は、次に掲げる施策を総合的かつ計画的に推進するための方針を策定するものとする。 

（１） 手話への理解の促進及び手話の普及を図るための施策 

（２） 市民が手話による意思疎通をし、又は情報を得る機会の拡大のための施策 

（３） 市民が意思疎通の手段として手話を選択することが容易にでき、かつ、手話を使用しやす

い環境の構築のための施策 

（４） 手話による意思疎通支援の拡充のための施策 

（５） ろう者の災害時における情報の取得及び意思疎通の配慮を図るための施策 

（６） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める施策 

２ 市は、前項の方針の策定若しくは変更又は同項各号に掲げる施策の評価を必要とするときは、

ろう者及び市民の意見を反映するよう努めるものとする。 

（委任） 

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成 30年４月１日から施行する。 
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